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　静岡県富士市の衛生紙工場で生産された、再生紙トイレットペーパー6個パック製品について、カーボンフッ
トプリント（CFP）の再計算を行った。再計算にあたっては、同工場で生産しているトイレットペーパー
以外の製品の生産割合を考慮し、可能な限り1次データを使用し、それ以外についてはカーボンフットプリン
ト制度商品種別算定基準（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って計算した。その結果、2406.9g-CO2eq/
パックとの結果が得られた。トイレットペーパー１個あたりでは、包装・梱包資材を含めて401.15g-CO2eq/
個となった。CO2排出量の段階毎の内訳は、原材料調達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、生産段
階で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売段階で329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイク
ル段階で112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。CFPを削減するには、CO2排出割合が高い生産段階におい
て、省エネの推進や原単位の低い再生可能エネルギーの導入など、エネルギー由来のCO2排出量の削減対策
を行うことが効果的である。また、CFPの計算にあたっては、原料古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の
配分が必要であること、各種排水処理剤の原単位を整備する必要があること、さらにはPSの具体的な処理法
を想定したPCRを作る必要があること等の課題が明らかとなった。

１．はじめに
　カーボンフットプリント（「Carbon Footprint」、以後
CFP）は、「製品のライフサイクル全般を通じて排出された
温室効果ガスをCO2量で表したもの」と定義されている1）。
　これまでの紙のライフサイクル・アセスメント（LCA）
に関する研究としては、桂ら2）による上質紙のライフサイ
クルインベントリー分析、中澤ら3）による非木材パルプ及

び古紙パルプを配合した上質紙のライフサイクルインベン
トリー分析があり、これらをまとめて、桂4）が木材、非木
材、古紙パルプの　LCA評価を行った。その後、これらの
木材、非木材、古紙パルプについてのLCA評価結果を用い
て、上質紙5）や、環境報告書用紙6）のLCA評価に関する研
究が行われた。再生紙のCFPの試算については、本研究の
第1報にて、報告した。具体的には、静岡県富士市で生産
された再生紙トイレットペーパー6個パック製品にいて、
できるだけカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って試算し、
2160.65g-CO2eq/パックの結果を得た。
　CFPの制度化に関するこれまでの動向としては、2008年
7月29日、「低炭素社会づくり行動計画」が閣議決定さ

れ、同年、経済産業省「カーボンフットプリント制度の在
り方（指針）」、「商品種別算定基準（PCR：Product 
Category Rule）策定基準」のとりまとめ作業が開始され
た。続いて2010年8月には、日本製紙連合会を申請代表事
業者として、PCR「紙・板紙」の申請がなされた。しか
し、紙・パルプ業界で伝統的に行われてきた「廃棄物燃料
の燃焼に伴うCO2排出量」の環境負荷の取り扱いについて、
日本製紙連合会の見解と現行のCFP制度の基本ルールとの
間に意見の相違があるため、未だPCRの成立に至っていな
い。このような状況の中、2011年3月18日、日本製紙連合
会のLCA小委員会から、「紙・板紙のライフサイクルにお
けるCO2排出量」が公表された。この中では、上級印刷紙
など16品目についてCO2排出原単位が公表された。しかし、
衛生紙に関しては触れられていない。
　衛生紙は、一般消費者にとって、生活に身近な使用頻度
の高い紙であることから、先行的にCFPの表示がなされる
べき製品と考えられる。そして、衛生紙の生産では、環境
負荷の解釈が難しい黒液等のバイオマスエネルギーを利用
しないことから、通常のCFPの計算方法で対応可能であ
る。しかし、衛生紙の生産は、中小企業で行われている場
合が多いため、自力での計算には限界がある。そのため、
大学や公設研究所が数多くの事例研究を実施して、CFPの
比較検討を行い、より簡易的にCFPの計算ができる環境を
整備する必要がある。
　そこで、本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイ
レットペーパー6個パック製品について、CFPの再計算を
行った。再計算にあたっては、調査した工場で生産してい
るトイレットペーパー以外の製品の生産割合（全体の37.5
％）を考慮し、可能な限り1次データを使用し、それ以外
についてはカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って計算した。その
結果、現状のPCRの課題が明らかになったので報告する。

２．方法
２．１　評価対象と算定範囲
　調査した家庭紙工場は、富士市において平均的な生産規
模の家庭紙工場である。模造紙、ケント紙、ラミネート紙
（牛乳パック、紙コップ）等の古紙のみを原料として、
トイレットペーパー、ちり紙等の生産を行っている。平均
月産量は330tに達する。主要設備は、古紙蒸煮設備（14尺
地球釡）１基と丸網ヤンキー式抄紙機2台であり、高性能
パルパー、連続式原料調達装置、芯なしトイレットリワ
インダー、ログカッター、包装装置、地下水揚水設備、排
水処理装置、ボイラ装置等の設備を有する。発生したPS
（Paper Sludge）は、富士市内の共同スラッジ焼却炉へ輸
送し、処理を行っている。
　本研究におけるCFPの算定範囲は、①原料調達段階、②
生産段階、③流通・販売段階、④使用・維持管理段階、⑤

廃棄・リサイクル段階の5段階とした（図1）。原料調達段階
では、PCR附属書E「国内の古紙原料」に記載のある条件を
採用した。生産段階は、工場でのエネルギー使用、工業用水
の使用、製品のプラ包装資材の使用に伴うCO2排出量を対
象とした。流通・販売段階は、PCR附属書J「県間輸送」、
附属書M「店舗販売」に記載のある条件を用いた。使用・
維持管理段階は、PCR 4.4の記載に「紙・板紙が消費するエ
ネルギーなどのユーティリティは無いと考えられる」とあ
るため、本論文ではこの段階のGHG排出量を考慮しない。
廃棄・リサイクル段階は、プラ包装資材の廃棄処分、排水
処理に伴う薬品使用、およびPSの処理を対象とした。PS
の処理では、PCR 4.5.1を参考として廃棄焼却処理とした。
PS焼却処理施設までの輸送は附属書J「市内輸送」の条件
を用い、処理施設でのエネルギー使用と管理型最終処分場へ
の埋め立てに伴うGHG排出量を対象とした。なお、工場設備
等の耐久財に関するGHG排出量は、耐用年数の設定に関す
る問題が大きいため対象としない。生産段階における地下
水の使用については、エネルギー使用のみを対象とした。

２．２　機能単位と計算方法
　機能単位は、芯なしタイプのトイレットロール（シング
ル、130m巻）6個をLDPEで包装した製品（以後、パック
製品）1個とした。CO2排出量の算定方法は、機能単位あた
りのCO2排出量＝∑（活動量i×CO2排出原単位i）：iは段階
（プロセス）として、段階毎に積み上げ法により求めた。

２．３　インベントリデータの収集方法
　一次データは、古紙ヤード、家庭紙工場、およびPS処理施
設での聞き取り調査により得た。PSの分析は、水分量、配
分量、構成鉱物、主成分、示差熱重量分析、炭素量分析等
を行った。二次データは、CFP共通原単位7）、産業連関表
から算出された味の素グループ版食品関連材料CO2排出係
数データベース8）の3ヶ年度平均から得た。なお、PSの灰
化処理に伴うインベントリデータは、安藤ほか9）を用いた。

３．結果
　調査した家庭紙工場では、20tの古紙から16tの製品を
生産している。全製品の62.5％をトイレットペーパーが占
め、残りをそれ以外（主にちり紙）の製品が占めている。
本研究では、この割合で工場内のエネルギーと排水処理に
用いる薬品等の配分を行っている。また、一日あたりのト
イレットペーパーの生産量は12.5ｔの古紙から10tの製品を
製造している。一日あたりのトイレットペーパーの生産個
数は33325個であることから、古紙１ｔから生産されるト

イレットペーパーの数は、2666個とした。
　この工場では、生産段階において地下水を一日あたり
3000m3使用する。揚水は電動ポンプによるが、その使用電
力量は、工場の使用電力に合算されている。本研究では、
地下水使用に伴うその他の環境負荷については考慮してい
ない。また、工場における排水処理後の排水は、富士地域
の製紙工場向けに設置されている共同排水路（岳南排水路）
から海洋放流されている。本研究では、岳南排水路の建設、
維持管理に関する環境負荷については、考慮していない。
　試算に用いたCO2排出原単位を表1に示した。

３．１　原材料生産段階
　PCR附属書Eの「６．国内古紙原料」の条件から、「家
庭や事業所からの回収」では、古紙１ｔあたり
10.85kg-CO2eqが計上されている。
　古紙ヤードでの環境負荷については、調査に協力してく
れた東京都内の古紙ヤードでの1次データを使用した。こ
れによると、「古紙ヤードでの軽油使用」から1.20kg-CO2eq、

「古紙ヤードでの電力使用」から4.10kg-CO2eq、「古紙
ヤードでの水道水使用」から0.02kg-CO2eq、「古紙ヤード
でのプロパン使用」から1.90kg-CO2eq、「事務所での都市
ガス使用」から0.01kg-CO2eqとなった。この古紙ヤードか
ら調査した工場までの古紙輸送では、積載率50％の15tト
ラックで往復300㎞を輸送するとした場合、古紙１ｔあた
りに換算したCO2排出量は44.40kg-CO2eqとなった。
　以上より、原材料生産段階では、古紙１ｔあたり62.49 
kg-CO2eq/tのCO2排出量となり、１パック（6個）あたりで
は140.63g-CO2eq/パックとなった。

３．２　生産段階
　工場での1日あたりのCO2排出量として、LNGの使用から
5506.76kg-CO2eq、電力使用から4129.79kg-CO2、工業用水の
使用から16.41kg-CO2eq となった。梱包・商品化資材とし
て、1パックあたりのLDPE製の包装資材の製造から
16.87g-CO2eq/パック、ダンボールは10パックを梱包するこ
とから69.73g-CO2eq/パックとなった。
　以上より、生産段階では1824.57g-CO2eq/パックの排出と
なった。

３．３　流通・販売段階
　流通は、PCR附属書Jの「１．輸送距離」の「（ウ）県
間輸送の可能性がある輸送の場合」の条件から、積載率
50％の4tトラックで500㎞を輸送するとした。この場合、約
2t分に相当する1040パックを、軽油を燃料として輸送する
とし、106.73g-CO2eq/パックの排出となった。販売は、
PCR附属書Mの「店舗販売（常温販売）」の原単位を用い
た。聞き取り調査によると、対象とした製品１パックの販
売価格は400円であることから、222.40g-CO2eq/パックの排
出となった。
　以上より、流通・販売段階では329.13g-CO2eq/パックの
排出となった。

３．４　廃棄・リサイクル段階
　質量11.8gのLDPE製の包装材を一般ごみとして処理する
とし、この燃焼により37.05g-CO2eq/パックの排出となり、
燃焼以外の回収等から0.54g-CO2eq/パックの排出、さらに
発生した生PSを処理工場まで10km、10ｔトラックにて積
載率50％（5ｔ分の生PS）で輸送するとして、0.35g-CO2eq/
パックの排出となった。
　排水処理では、工場全体の1日あたりの硫酸アルミニウム
（AS）の使用量が13㎏なので、その62.5％に相当する8kg分
を使用するとし、1.70kg-CO2eq/日の排出となった。加えて、
8%のポリ塩化アルミニウム（Poli Aluminium Chloride: PAC）
液を1m3程度使用することから、比重１としてその62.5％に
相当する50kgを使用するとし、20.45kg-CO2eq/日の排出と
なった。これらの合計から、3.99g-CO2eq/パックの排出と

なった。
　調査した工場では、PSの発生量が1日あたり9.1ｔ、平均
含水率52.4％、灰分率27.5％10）である。
　集められたPSは、外熱式のロータリーキルン型炭化炉
で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留時間で炭化処
理される。この炭化処理にともない69.30g-CO2eq/パックの
排出となった。発生したPS焼却灰は、管理型最終処分場に
埋め立てられるとし、この処理にともない1.34g-CO2eq/
パックの排出となった。
　以上より、廃棄・リサイクル段階では112.57g-CO2eq/
パックの排出となった。

３．５　静岡県産衛生紙のCFP
　静岡県産衛生紙のCO2排出量の試算結果は、1パックあた
り2406.90g-CO2eq/パックとなった（表2）。トイレット
ロール１個あたりでは、包装・梱包資材を含めて
401.15g-CO2eq/個となった。試算結果に基づくCO2排出割
合を図2に示した。CO2排出量の段階毎の内訳は、原材料調
達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、生産段階
で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売段階で
329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル段階で
112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。

４．考察
４．１　静岡県産衛生紙のCFP試算結果の特徴と削減対
策、機能単位の検討
　静岡県産衛生紙のライフサイクルCO2排出量では、生
産段階からのCO2排出割合が最も高く、特に工場のエネル
ギー使用に伴うCO2排出割合が全体の74.8％に達した。こ
のためCO2排出量を削減するには、生産段階での省エネの
推進や原単位の低い再生可能エネルギーの導入など、エネ
ルギー由来のCO2排出量の削減対策を行うことが効果的と
考えられる。

　仮に、グリーン電力証書等の方法を用いて、千葉県銚子
市の風力発電の電力原単位（10.8g-CO2eq/kWh）11）を導入
したとすると、導入前に一日当たり電力のみのCO2排出量
で4129.8kg-CO2eq/dであったのに対して、導入後では
92.2kg-CO2eq/dとなり、導入前の2.2％に削減された。その
結果、生産段階のCO2排出量は1011.01-CO2eq/パックとな
り、CFPは1679.95g-CO2eq/パックとなった。これは、導入
前の69.8％に相当する。
　本研究で検討したトイレットペーパーは、芯なしタイ
プのシングル、130ｍ巻である。通常は、シングルは60ｍ
巻、ダブルは30ｍ巻きが一般的であることを考慮すると、
ほぼ2個分の紙量に相当する。このため、トイレットペー
パーのCFPの算出においては、機能単位を製品1パックあ
たりとするよりも、単位長さあたりとしても良いのかもし
れない。本研究において、通常の電力原単位を使用した場
合、機能単位を単位長さあたりとすると3.08g-CO2eq/mと
なる。

４．２　CFP計算上の問題点とPCRの課題
　桂12）は、上質紙のLCA結果から、インベントリ分析にお
けるいくつかの課題を示した。具体的には、①バイオマス
由来のCO2と化石燃料由来のCO2を分けて考える必要があ
ること、②ボイラに使われる蒸気の配分ルールを決める必
要があること、③古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の
配分が必要であること、④製紙用薬品のインベントリデー
タの不足、等をあげている。以下、①、③、④について検
討する。
　①については、一般的に古紙回収以後の衛生紙の製造過
程では、黒液等のバイオマス燃料を多量に使用することは
ないと考えられるので、衛生紙のCFPの試算においては、
本研究で示したように化石燃料由来のCO2のみを考慮すれ

ば良いと思われる。
　③については、原料古紙の一定割合を上級印刷紙などと
して、環境負荷を計上する必要があると考えられる。仮
に、2011年の古紙利用率13）（63％）を参考として、CO2排
出量の計算を試みることとする。この場合、原料の37％を
上級印刷紙（原単位＝1470kg-CO2eq/t）とすると、調査し
た工場では一日あたり6.80t-CO2eq（12.5×0.37×1.47）
のCO2の排出となり、製品では1224.3g-CO2eq/パック
（(6800/33325)×6）の排出となった。この値を加えてCFP
を再計算すると、3544.6g-CO2eq/パックとなり、従来の約
1.5倍となった。このうちの原料古紙に由来するCO2排出量
は、34.5％（1224.3/3544.6）に達した。これは、極めて大き
な環境負荷となることから、どの程度まで原料古紙の環境
負荷を考慮するのか、今後のPCRで検討する必要があると
思われる。
　④については、本研究においても、製紙用薬品の中で、
特に各種排水処理剤製品の原単位の入手が困難であった。
調査した工場の排水処理では、硫酸バンド、ポリアクリル
アミド系の高分子凝集剤（PAM）、およびPACを使用す
る。このうち、PAMの原単位が不明であったことから、
本研究ではその分の環境負荷の計算を行っていない。各種
排水処理剤は、製造業者により様々な製品名がつけられ、
成分も多様な場合が多い。薬品製造メーカーにおいては、
企業秘密、あるいは製品個別の原単位を把握していない等
の理由から、製品の原単位の入手が困難な場合が多い。パ
ブリックデータベースの整備と平行して、製造メーカーに
よる製紙用薬品のインベントリ分析が行われることを期待
したい。

４．３　PSの処理法を考慮した配分の必要性
　第1報では、いくつかの具体的なPSの処理法を想定した
PCRを作る必要を指摘した。
　本研究でも、同様な条件でPSを灰化処理すると仮定して
試算してみることとする。灰化処理では、自燃式流動床炉
で、炉頂温度950℃の焼成条件で灰化される。この灰化処
理にともない21.03g-CO2eq/パックの排出となる。発生した
PS焼却灰は、管理型最終処分場に埋め立てられるとする
と、1.34g-CO2eq/パックの排出が見込まれる。よって合計
では22.37g-CO2eq/パックのCO2排出となった。
　本研究で検討した炭化処理では、外熱式のロータリーキ
ルン型炭化炉で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留
時間で炭化処理され、この炭化処理にともない
69.30g-CO2eq/パックの排出となった。発生したPS焼却灰
は、管理型最終処分場に埋め立てられるとし、この処理に
ともない1.34g-CO2eq/パックの排出を計上し、合計では
70.64g-CO2eq/パックとなった。
　両者を比較すると、灰化処理は炭化処理の1/5以下のCO2
排出量となった。しかし、灰化処理では、PSに含まれるカ

要であること、各種排水処理剤の原単位を整備する必要が
あること、さらにはPSの具体的な処理法を想定したPCRを
作る必要があること等の課題が明らかとなった。
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ルサイトの分解に伴うCO2排出量も考慮する必要がある。
これまでの研究から、乾燥PS（DPS）1tあたりに含まれる
カルサイトの分解と灰化にともなうエネルギー使用からの
CO2排出量は150.6kg-CO2eq/tであることが明らかとなって
いる14）。調査した工場では、2.67t-DPS/日の発生があるの
で、402.1kg-CO2eq/日（2.67×150.6）のカルサイトの分
解起源のCO2排出となり、製品では72.4g-CO2eq/パック
（（402.1/33325）×6）の排出となった。この値を加える
と、灰化処理では94.77g-CO2eq/パック（22.37+72.4）の排
出となった。この値は、炭化処理の1.34倍に相当する。つま
り、カルサイトの分解を考慮する場合としない場合では、
結果が大きくことなることになる。
　炭化処理と灰化処理によって排出される灰の最も大きな
違いは、処理物に炭素が固定されているかどうかである。
炭化PS（CPS）は、含まれている炭素を用いて、製鉄の還
元剤等にリサイクルされている。よって、CPSの配分も考
慮されるべきであるが、現状では考慮されていない。仮に、
この炭素を石炭等の化石燃料の代替として計上した場合に
は、CPSの環境負荷は低減されると考えられる。
　以上より、単純なエネルギーの使用量のみのインベント
リ分析結果と、処理物に固定されたCO2も考慮した計算結
果とでは、CO2排出量が大きく異なることが示された。ま
た、CPSのリサイクルを考慮するかどうかでも、原単位が
大きく異なることが予想される。このため、いくつかの具
体的なPSの処理法を想定したPCRを作る必要がある。

５．まとめ
　本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイレットペー
パー6個パック製品について、CFPの再計算を行った。再
計算にあたっては、調査した工場で生産しているトイレッ
トペーパー以外の製品の生産割合も考慮し、可能な限り
1次データを使用し、それ以外についてはカーボンフット
プリント制度商品種別算定基準（PCR）「紙・板紙」
（PPR-025）に則って計算した。
　その結果、2406.9g-CO2eq/パックとの結果が得られた。
トイレットペーパー１個あたりでは、包装・梱包資材を含
めて401.15g-CO2eq/個となった。CO2排出量の段階毎の内訳
は、原材料調達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、
生産段階で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売
段階で329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル
段階で112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。
　CFPを削減するには、CO2排出割合が高い生産段階にお
いて、省エネの推進や原単位の低い再生可能エネルギーの
導入など、エネルギー由来のCO2排出量の削減対策を行う
ことが効果的であると考えられる。例えば、風力発電等の
グリーン電力証書等により、発電原単位の少ない電力の導
入などが考えられるである。また、CFPの計算にあたって
は、原料古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の配分が必
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１．はじめに
　カーボンフットプリント（「Carbon Footprint」、以後
CFP）は、「製品のライフサイクル全般を通じて排出された
温室効果ガスをCO2量で表したもの」と定義されている1）。
　これまでの紙のライフサイクル・アセスメント（LCA）
に関する研究としては、桂ら2）による上質紙のライフサイ
クルインベントリー分析、中澤ら3）による非木材パルプ及

び古紙パルプを配合した上質紙のライフサイクルインベン
トリー分析があり、これらをまとめて、桂4）が木材、非木
材、古紙パルプの　LCA評価を行った。その後、これらの
木材、非木材、古紙パルプについてのLCA評価結果を用い
て、上質紙5）や、環境報告書用紙6）のLCA評価に関する研
究が行われた。再生紙のCFPの試算については、本研究の
第1報にて、報告した。具体的には、静岡県富士市で生産
された再生紙トイレットペーパー6個パック製品にいて、
できるだけカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って試算し、
2160.65g-CO2eq/パックの結果を得た。
　CFPの制度化に関するこれまでの動向としては、2008年
7月29日、「低炭素社会づくり行動計画」が閣議決定さ
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れ、同年、経済産業省「カーボンフットプリント制度の在
り方（指針）」、「商品種別算定基準（PCR：Product 
Category Rule）策定基準」のとりまとめ作業が開始され
た。続いて2010年8月には、日本製紙連合会を申請代表事
業者として、PCR「紙・板紙」の申請がなされた。しか
し、紙・パルプ業界で伝統的に行われてきた「廃棄物燃料
の燃焼に伴うCO2排出量」の環境負荷の取り扱いについて、
日本製紙連合会の見解と現行のCFP制度の基本ルールとの
間に意見の相違があるため、未だPCRの成立に至っていな
い。このような状況の中、2011年3月18日、日本製紙連合
会のLCA小委員会から、「紙・板紙のライフサイクルにお
けるCO2排出量」が公表された。この中では、上級印刷紙
など16品目についてCO2排出原単位が公表された。しかし、
衛生紙に関しては触れられていない。
　衛生紙は、一般消費者にとって、生活に身近な使用頻度
の高い紙であることから、先行的にCFPの表示がなされる
べき製品と考えられる。そして、衛生紙の生産では、環境
負荷の解釈が難しい黒液等のバイオマスエネルギーを利用
しないことから、通常のCFPの計算方法で対応可能であ
る。しかし、衛生紙の生産は、中小企業で行われている場
合が多いため、自力での計算には限界がある。そのため、
大学や公設研究所が数多くの事例研究を実施して、CFPの
比較検討を行い、より簡易的にCFPの計算ができる環境を
整備する必要がある。
　そこで、本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイ
レットペーパー6個パック製品について、CFPの再計算を
行った。再計算にあたっては、調査した工場で生産してい
るトイレットペーパー以外の製品の生産割合（全体の37.5
％）を考慮し、可能な限り1次データを使用し、それ以外
についてはカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って計算した。その
結果、現状のPCRの課題が明らかになったので報告する。

２．方法
２．１　評価対象と算定範囲
　調査した家庭紙工場は、富士市において平均的な生産規
模の家庭紙工場である。模造紙、ケント紙、ラミネート紙
（牛乳パック、紙コップ）等の古紙のみを原料として、
トイレットペーパー、ちり紙等の生産を行っている。平均
月産量は330tに達する。主要設備は、古紙蒸煮設備（14尺
地球釡）１基と丸網ヤンキー式抄紙機2台であり、高性能
パルパー、連続式原料調達装置、芯なしトイレットリワ
インダー、ログカッター、包装装置、地下水揚水設備、排
水処理装置、ボイラ装置等の設備を有する。発生したPS
（Paper Sludge）は、富士市内の共同スラッジ焼却炉へ輸
送し、処理を行っている。
　本研究におけるCFPの算定範囲は、①原料調達段階、②
生産段階、③流通・販売段階、④使用・維持管理段階、⑤

廃棄・リサイクル段階の5段階とした（図1）。原料調達段階
では、PCR附属書E「国内の古紙原料」に記載のある条件を
採用した。生産段階は、工場でのエネルギー使用、工業用水
の使用、製品のプラ包装資材の使用に伴うCO2排出量を対
象とした。流通・販売段階は、PCR附属書J「県間輸送」、
附属書M「店舗販売」に記載のある条件を用いた。使用・
維持管理段階は、PCR 4.4の記載に「紙・板紙が消費するエ
ネルギーなどのユーティリティは無いと考えられる」とあ
るため、本論文ではこの段階のGHG排出量を考慮しない。
廃棄・リサイクル段階は、プラ包装資材の廃棄処分、排水
処理に伴う薬品使用、およびPSの処理を対象とした。PS
の処理では、PCR 4.5.1を参考として廃棄焼却処理とした。
PS焼却処理施設までの輸送は附属書J「市内輸送」の条件
を用い、処理施設でのエネルギー使用と管理型最終処分場へ
の埋め立てに伴うGHG排出量を対象とした。なお、工場設備
等の耐久財に関するGHG排出量は、耐用年数の設定に関す
る問題が大きいため対象としない。生産段階における地下
水の使用については、エネルギー使用のみを対象とした。

２．２　機能単位と計算方法
　機能単位は、芯なしタイプのトイレットロール（シング
ル、130m巻）6個をLDPEで包装した製品（以後、パック
製品）1個とした。CO2排出量の算定方法は、機能単位あた
りのCO2排出量＝∑（活動量i×CO2排出原単位i）：iは段階
（プロセス）として、段階毎に積み上げ法により求めた。

図１　家庭紙のライフサイクルステージと投入さ
れるエネルギーと消耗品の概要
①：PCR付属書 E　国内古紙原料シナリオ、②：附
属書 J　輸送距離　県間輸送（500 ㎞）、③：附属
書 J　輸送距離　市内輸送（50㎞）

原材料調達段階
①

③

③

②
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２．３　インベントリデータの収集方法
　一次データは、古紙ヤード、家庭紙工場、およびPS処理施
設での聞き取り調査により得た。PSの分析は、水分量、配
分量、構成鉱物、主成分、示差熱重量分析、炭素量分析等
を行った。二次データは、CFP共通原単位7）、産業連関表
から算出された味の素グループ版食品関連材料CO2排出係
数データベース8）の3ヶ年度平均から得た。なお、PSの灰
化処理に伴うインベントリデータは、安藤ほか9）を用いた。

３．結果
　調査した家庭紙工場では、20tの古紙から16tの製品を
生産している。全製品の62.5％をトイレットペーパーが占
め、残りをそれ以外（主にちり紙）の製品が占めている。
本研究では、この割合で工場内のエネルギーと排水処理に
用いる薬品等の配分を行っている。また、一日あたりのト
イレットペーパーの生産量は12.5ｔの古紙から10tの製品を
製造している。一日あたりのトイレットペーパーの生産個
数は33325個であることから、古紙１ｔから生産されるト

イレットペーパーの数は、2666個とした。
　この工場では、生産段階において地下水を一日あたり
3000m3使用する。揚水は電動ポンプによるが、その使用電
力量は、工場の使用電力に合算されている。本研究では、
地下水使用に伴うその他の環境負荷については考慮してい
ない。また、工場における排水処理後の排水は、富士地域
の製紙工場向けに設置されている共同排水路（岳南排水路）
から海洋放流されている。本研究では、岳南排水路の建設、
維持管理に関する環境負荷については、考慮していない。
　試算に用いたCO2排出原単位を表1に示した。

３．１　原材料生産段階
　PCR附属書Eの「６．国内古紙原料」の条件から、「家
庭や事業所からの回収」では、古紙１ｔあたり
10.85kg-CO2eqが計上されている。
　古紙ヤードでの環境負荷については、調査に協力してく
れた東京都内の古紙ヤードでの1次データを使用した。こ
れによると、「古紙ヤードでの軽油使用」から1.20kg-CO2eq、

「古紙ヤードでの電力使用」から4.10kg-CO2eq、「古紙
ヤードでの水道水使用」から0.02kg-CO2eq、「古紙ヤード
でのプロパン使用」から1.90kg-CO2eq、「事務所での都市
ガス使用」から0.01kg-CO2eqとなった。この古紙ヤードか
ら調査した工場までの古紙輸送では、積載率50％の15tト
ラックで往復300㎞を輸送するとした場合、古紙１ｔあた
りに換算したCO2排出量は44.40kg-CO2eqとなった。
　以上より、原材料生産段階では、古紙１ｔあたり62.49 
kg-CO2eq/tのCO2排出量となり、１パック（6個）あたりで
は140.63g-CO2eq/パックとなった。

３．２　生産段階
　工場での1日あたりのCO2排出量として、LNGの使用から
5506.76kg-CO2eq、電力使用から4129.79kg-CO2、工業用水の
使用から16.41kg-CO2eq となった。梱包・商品化資材とし
て、1パックあたりのLDPE製の包装資材の製造から
16.87g-CO2eq/パック、ダンボールは10パックを梱包するこ
とから69.73g-CO2eq/パックとなった。
　以上より、生産段階では1824.57g-CO2eq/パックの排出と
なった。

３．３　流通・販売段階
　流通は、PCR附属書Jの「１．輸送距離」の「（ウ）県
間輸送の可能性がある輸送の場合」の条件から、積載率
50％の4tトラックで500㎞を輸送するとした。この場合、約
2t分に相当する1040パックを、軽油を燃料として輸送する
とし、106.73g-CO2eq/パックの排出となった。販売は、
PCR附属書Mの「店舗販売（常温販売）」の原単位を用い
た。聞き取り調査によると、対象とした製品１パックの販
売価格は400円であることから、222.40g-CO2eq/パックの排
出となった。
　以上より、流通・販売段階では329.13g-CO2eq/パックの
排出となった。

３．４　廃棄・リサイクル段階
　質量11.8gのLDPE製の包装材を一般ごみとして処理する
とし、この燃焼により37.05g-CO2eq/パックの排出となり、
燃焼以外の回収等から0.54g-CO2eq/パックの排出、さらに
発生した生PSを処理工場まで10km、10ｔトラックにて積
載率50％（5ｔ分の生PS）で輸送するとして、0.35g-CO2eq/
パックの排出となった。
　排水処理では、工場全体の1日あたりの硫酸アルミニウム
（AS）の使用量が13㎏なので、その62.5％に相当する8kg分
を使用するとし、1.70kg-CO2eq/日の排出となった。加えて、
8%のポリ塩化アルミニウム（Poli Aluminium Chloride: PAC）
液を1m3程度使用することから、比重１としてその62.5％に
相当する50kgを使用するとし、20.45kg-CO2eq/日の排出と
なった。これらの合計から、3.99g-CO2eq/パックの排出と

なった。
　調査した工場では、PSの発生量が1日あたり9.1ｔ、平均
含水率52.4％、灰分率27.5％10）である。
　集められたPSは、外熱式のロータリーキルン型炭化炉
で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留時間で炭化処
理される。この炭化処理にともない69.30g-CO2eq/パックの
排出となった。発生したPS焼却灰は、管理型最終処分場に
埋め立てられるとし、この処理にともない1.34g-CO2eq/
パックの排出となった。
　以上より、廃棄・リサイクル段階では112.57g-CO2eq/
パックの排出となった。

３．５　静岡県産衛生紙のCFP
　静岡県産衛生紙のCO2排出量の試算結果は、1パックあた
り2406.90g-CO2eq/パックとなった（表2）。トイレット
ロール１個あたりでは、包装・梱包資材を含めて
401.15g-CO2eq/個となった。試算結果に基づくCO2排出割
合を図2に示した。CO2排出量の段階毎の内訳は、原材料調
達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、生産段階
で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売段階で
329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル段階で
112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。

４．考察
４．１　静岡県産衛生紙のCFP試算結果の特徴と削減対
策、機能単位の検討
　静岡県産衛生紙のライフサイクルCO2排出量では、生
産段階からのCO2排出割合が最も高く、特に工場のエネル
ギー使用に伴うCO2排出割合が全体の74.8％に達した。こ
のためCO2排出量を削減するには、生産段階での省エネの
推進や原単位の低い再生可能エネルギーの導入など、エネ
ルギー由来のCO2排出量の削減対策を行うことが効果的と
考えられる。

　仮に、グリーン電力証書等の方法を用いて、千葉県銚子
市の風力発電の電力原単位（10.8g-CO2eq/kWh）11）を導入
したとすると、導入前に一日当たり電力のみのCO2排出量
で4129.8kg-CO2eq/dであったのに対して、導入後では
92.2kg-CO2eq/dとなり、導入前の2.2％に削減された。その
結果、生産段階のCO2排出量は1011.01-CO2eq/パックとな
り、CFPは1679.95g-CO2eq/パックとなった。これは、導入
前の69.8％に相当する。
　本研究で検討したトイレットペーパーは、芯なしタイ
プのシングル、130ｍ巻である。通常は、シングルは60ｍ
巻、ダブルは30ｍ巻きが一般的であることを考慮すると、
ほぼ2個分の紙量に相当する。このため、トイレットペー
パーのCFPの算出においては、機能単位を製品1パックあ
たりとするよりも、単位長さあたりとしても良いのかもし
れない。本研究において、通常の電力原単位を使用した場
合、機能単位を単位長さあたりとすると3.08g-CO2eq/mと
なる。

４．２　CFP計算上の問題点とPCRの課題
　桂12）は、上質紙のLCA結果から、インベントリ分析にお
けるいくつかの課題を示した。具体的には、①バイオマス
由来のCO2と化石燃料由来のCO2を分けて考える必要があ
ること、②ボイラに使われる蒸気の配分ルールを決める必
要があること、③古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の
配分が必要であること、④製紙用薬品のインベントリデー
タの不足、等をあげている。以下、①、③、④について検
討する。
　①については、一般的に古紙回収以後の衛生紙の製造過
程では、黒液等のバイオマス燃料を多量に使用することは
ないと考えられるので、衛生紙のCFPの試算においては、
本研究で示したように化石燃料由来のCO2のみを考慮すれ

ば良いと思われる。
　③については、原料古紙の一定割合を上級印刷紙などと
して、環境負荷を計上する必要があると考えられる。仮
に、2011年の古紙利用率13）（63％）を参考として、CO2排
出量の計算を試みることとする。この場合、原料の37％を
上級印刷紙（原単位＝1470kg-CO2eq/t）とすると、調査し
た工場では一日あたり6.80t-CO2eq（12.5×0.37×1.47）
のCO2の排出となり、製品では1224.3g-CO2eq/パック
（(6800/33325)×6）の排出となった。この値を加えてCFP
を再計算すると、3544.6g-CO2eq/パックとなり、従来の約
1.5倍となった。このうちの原料古紙に由来するCO2排出量
は、34.5％（1224.3/3544.6）に達した。これは、極めて大き
な環境負荷となることから、どの程度まで原料古紙の環境
負荷を考慮するのか、今後のPCRで検討する必要があると
思われる。
　④については、本研究においても、製紙用薬品の中で、
特に各種排水処理剤製品の原単位の入手が困難であった。
調査した工場の排水処理では、硫酸バンド、ポリアクリル
アミド系の高分子凝集剤（PAM）、およびPACを使用す
る。このうち、PAMの原単位が不明であったことから、
本研究ではその分の環境負荷の計算を行っていない。各種
排水処理剤は、製造業者により様々な製品名がつけられ、
成分も多様な場合が多い。薬品製造メーカーにおいては、
企業秘密、あるいは製品個別の原単位を把握していない等
の理由から、製品の原単位の入手が困難な場合が多い。パ
ブリックデータベースの整備と平行して、製造メーカーに
よる製紙用薬品のインベントリ分析が行われることを期待
したい。

４．３　PSの処理法を考慮した配分の必要性
　第1報では、いくつかの具体的なPSの処理法を想定した
PCRを作る必要を指摘した。
　本研究でも、同様な条件でPSを灰化処理すると仮定して
試算してみることとする。灰化処理では、自燃式流動床炉
で、炉頂温度950℃の焼成条件で灰化される。この灰化処
理にともない21.03g-CO2eq/パックの排出となる。発生した
PS焼却灰は、管理型最終処分場に埋め立てられるとする
と、1.34g-CO2eq/パックの排出が見込まれる。よって合計
では22.37g-CO2eq/パックのCO2排出となった。
　本研究で検討した炭化処理では、外熱式のロータリーキ
ルン型炭化炉で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留
時間で炭化処理され、この炭化処理にともない
69.30g-CO2eq/パックの排出となった。発生したPS焼却灰
は、管理型最終処分場に埋め立てられるとし、この処理に
ともない1.34g-CO2eq/パックの排出を計上し、合計では
70.64g-CO2eq/パックとなった。
　両者を比較すると、灰化処理は炭化処理の1/5以下のCO2
排出量となった。しかし、灰化処理では、PSに含まれるカ

要であること、各種排水処理剤の原単位を整備する必要が
あること、さらにはPSの具体的な処理法を想定したPCRを
作る必要があること等の課題が明らかとなった。
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ルサイトの分解に伴うCO2排出量も考慮する必要がある。
これまでの研究から、乾燥PS（DPS）1tあたりに含まれる
カルサイトの分解と灰化にともなうエネルギー使用からの
CO2排出量は150.6kg-CO2eq/tであることが明らかとなって
いる14）。調査した工場では、2.67t-DPS/日の発生があるの
で、402.1kg-CO2eq/日（2.67×150.6）のカルサイトの分
解起源のCO2排出となり、製品では72.4g-CO2eq/パック
（（402.1/33325）×6）の排出となった。この値を加える
と、灰化処理では94.77g-CO2eq/パック（22.37+72.4）の排
出となった。この値は、炭化処理の1.34倍に相当する。つま
り、カルサイトの分解を考慮する場合としない場合では、
結果が大きくことなることになる。
　炭化処理と灰化処理によって排出される灰の最も大きな
違いは、処理物に炭素が固定されているかどうかである。
炭化PS（CPS）は、含まれている炭素を用いて、製鉄の還
元剤等にリサイクルされている。よって、CPSの配分も考
慮されるべきであるが、現状では考慮されていない。仮に、
この炭素を石炭等の化石燃料の代替として計上した場合に
は、CPSの環境負荷は低減されると考えられる。
　以上より、単純なエネルギーの使用量のみのインベント
リ分析結果と、処理物に固定されたCO2も考慮した計算結
果とでは、CO2排出量が大きく異なることが示された。ま
た、CPSのリサイクルを考慮するかどうかでも、原単位が
大きく異なることが予想される。このため、いくつかの具
体的なPSの処理法を想定したPCRを作る必要がある。

５．まとめ
　本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイレットペー
パー6個パック製品について、CFPの再計算を行った。再
計算にあたっては、調査した工場で生産しているトイレッ
トペーパー以外の製品の生産割合も考慮し、可能な限り
1次データを使用し、それ以外についてはカーボンフット
プリント制度商品種別算定基準（PCR）「紙・板紙」
（PPR-025）に則って計算した。
　その結果、2406.9g-CO2eq/パックとの結果が得られた。
トイレットペーパー１個あたりでは、包装・梱包資材を含
めて401.15g-CO2eq/個となった。CO2排出量の段階毎の内訳
は、原材料調達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、
生産段階で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売
段階で329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル
段階で112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。
　CFPを削減するには、CO2排出割合が高い生産段階にお
いて、省エネの推進や原単位の低い再生可能エネルギーの
導入など、エネルギー由来のCO2排出量の削減対策を行う
ことが効果的であると考えられる。例えば、風力発電等の
グリーン電力証書等により、発電原単位の少ない電力の導
入などが考えられるである。また、CFPの計算にあたって
は、原料古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の配分が必
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１．はじめに
　カーボンフットプリント（「Carbon Footprint」、以後
CFP）は、「製品のライフサイクル全般を通じて排出された
温室効果ガスをCO2量で表したもの」と定義されている1）。
　これまでの紙のライフサイクル・アセスメント（LCA）
に関する研究としては、桂ら2）による上質紙のライフサイ
クルインベントリー分析、中澤ら3）による非木材パルプ及

び古紙パルプを配合した上質紙のライフサイクルインベン
トリー分析があり、これらをまとめて、桂4）が木材、非木
材、古紙パルプの　LCA評価を行った。その後、これらの
木材、非木材、古紙パルプについてのLCA評価結果を用い
て、上質紙5）や、環境報告書用紙6）のLCA評価に関する研
究が行われた。再生紙のCFPの試算については、本研究の
第1報にて、報告した。具体的には、静岡県富士市で生産
された再生紙トイレットペーパー6個パック製品にいて、
できるだけカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って試算し、
2160.65g-CO2eq/パックの結果を得た。
　CFPの制度化に関するこれまでの動向としては、2008年
7月29日、「低炭素社会づくり行動計画」が閣議決定さ

れ、同年、経済産業省「カーボンフットプリント制度の在
り方（指針）」、「商品種別算定基準（PCR：Product 
Category Rule）策定基準」のとりまとめ作業が開始され
た。続いて2010年8月には、日本製紙連合会を申請代表事
業者として、PCR「紙・板紙」の申請がなされた。しか
し、紙・パルプ業界で伝統的に行われてきた「廃棄物燃料
の燃焼に伴うCO2排出量」の環境負荷の取り扱いについて、
日本製紙連合会の見解と現行のCFP制度の基本ルールとの
間に意見の相違があるため、未だPCRの成立に至っていな
い。このような状況の中、2011年3月18日、日本製紙連合
会のLCA小委員会から、「紙・板紙のライフサイクルにお
けるCO2排出量」が公表された。この中では、上級印刷紙
など16品目についてCO2排出原単位が公表された。しかし、
衛生紙に関しては触れられていない。
　衛生紙は、一般消費者にとって、生活に身近な使用頻度
の高い紙であることから、先行的にCFPの表示がなされる
べき製品と考えられる。そして、衛生紙の生産では、環境
負荷の解釈が難しい黒液等のバイオマスエネルギーを利用
しないことから、通常のCFPの計算方法で対応可能であ
る。しかし、衛生紙の生産は、中小企業で行われている場
合が多いため、自力での計算には限界がある。そのため、
大学や公設研究所が数多くの事例研究を実施して、CFPの
比較検討を行い、より簡易的にCFPの計算ができる環境を
整備する必要がある。
　そこで、本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイ
レットペーパー6個パック製品について、CFPの再計算を
行った。再計算にあたっては、調査した工場で生産してい
るトイレットペーパー以外の製品の生産割合（全体の37.5
％）を考慮し、可能な限り1次データを使用し、それ以外
についてはカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って計算した。その
結果、現状のPCRの課題が明らかになったので報告する。

２．方法
２．１　評価対象と算定範囲
　調査した家庭紙工場は、富士市において平均的な生産規
模の家庭紙工場である。模造紙、ケント紙、ラミネート紙
（牛乳パック、紙コップ）等の古紙のみを原料として、
トイレットペーパー、ちり紙等の生産を行っている。平均
月産量は330tに達する。主要設備は、古紙蒸煮設備（14尺
地球釡）１基と丸網ヤンキー式抄紙機2台であり、高性能
パルパー、連続式原料調達装置、芯なしトイレットリワ
インダー、ログカッター、包装装置、地下水揚水設備、排
水処理装置、ボイラ装置等の設備を有する。発生したPS
（Paper Sludge）は、富士市内の共同スラッジ焼却炉へ輸
送し、処理を行っている。
　本研究におけるCFPの算定範囲は、①原料調達段階、②
生産段階、③流通・販売段階、④使用・維持管理段階、⑤

廃棄・リサイクル段階の5段階とした（図1）。原料調達段階
では、PCR附属書E「国内の古紙原料」に記載のある条件を
採用した。生産段階は、工場でのエネルギー使用、工業用水
の使用、製品のプラ包装資材の使用に伴うCO2排出量を対
象とした。流通・販売段階は、PCR附属書J「県間輸送」、
附属書M「店舗販売」に記載のある条件を用いた。使用・
維持管理段階は、PCR 4.4の記載に「紙・板紙が消費するエ
ネルギーなどのユーティリティは無いと考えられる」とあ
るため、本論文ではこの段階のGHG排出量を考慮しない。
廃棄・リサイクル段階は、プラ包装資材の廃棄処分、排水
処理に伴う薬品使用、およびPSの処理を対象とした。PS
の処理では、PCR 4.5.1を参考として廃棄焼却処理とした。
PS焼却処理施設までの輸送は附属書J「市内輸送」の条件
を用い、処理施設でのエネルギー使用と管理型最終処分場へ
の埋め立てに伴うGHG排出量を対象とした。なお、工場設備
等の耐久財に関するGHG排出量は、耐用年数の設定に関す
る問題が大きいため対象としない。生産段階における地下
水の使用については、エネルギー使用のみを対象とした。

２．２　機能単位と計算方法
　機能単位は、芯なしタイプのトイレットロール（シング
ル、130m巻）6個をLDPEで包装した製品（以後、パック
製品）1個とした。CO2排出量の算定方法は、機能単位あた
りのCO2排出量＝∑（活動量i×CO2排出原単位i）：iは段階
（プロセス）として、段階毎に積み上げ法により求めた。
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２．３　インベントリデータの収集方法
　一次データは、古紙ヤード、家庭紙工場、およびPS処理施
設での聞き取り調査により得た。PSの分析は、水分量、配
分量、構成鉱物、主成分、示差熱重量分析、炭素量分析等
を行った。二次データは、CFP共通原単位7）、産業連関表
から算出された味の素グループ版食品関連材料CO2排出係
数データベース8）の3ヶ年度平均から得た。なお、PSの灰
化処理に伴うインベントリデータは、安藤ほか9）を用いた。

３．結果
　調査した家庭紙工場では、20tの古紙から16tの製品を
生産している。全製品の62.5％をトイレットペーパーが占
め、残りをそれ以外（主にちり紙）の製品が占めている。
本研究では、この割合で工場内のエネルギーと排水処理に
用いる薬品等の配分を行っている。また、一日あたりのト
イレットペーパーの生産量は12.5ｔの古紙から10tの製品を
製造している。一日あたりのトイレットペーパーの生産個
数は33325個であることから、古紙１ｔから生産されるト

イレットペーパーの数は、2666個とした。
　この工場では、生産段階において地下水を一日あたり
3000m3使用する。揚水は電動ポンプによるが、その使用電
力量は、工場の使用電力に合算されている。本研究では、
地下水使用に伴うその他の環境負荷については考慮してい
ない。また、工場における排水処理後の排水は、富士地域
の製紙工場向けに設置されている共同排水路（岳南排水路）
から海洋放流されている。本研究では、岳南排水路の建設、
維持管理に関する環境負荷については、考慮していない。
　試算に用いたCO2排出原単位を表1に示した。

３．１　原材料生産段階
　PCR附属書Eの「６．国内古紙原料」の条件から、「家
庭や事業所からの回収」では、古紙１ｔあたり
10.85kg-CO2eqが計上されている。
　古紙ヤードでの環境負荷については、調査に協力してく
れた東京都内の古紙ヤードでの1次データを使用した。こ
れによると、「古紙ヤードでの軽油使用」から1.20kg-CO2eq、

「古紙ヤードでの電力使用」から4.10kg-CO2eq、「古紙
ヤードでの水道水使用」から0.02kg-CO2eq、「古紙ヤード
でのプロパン使用」から1.90kg-CO2eq、「事務所での都市
ガス使用」から0.01kg-CO2eqとなった。この古紙ヤードか
ら調査した工場までの古紙輸送では、積載率50％の15tト
ラックで往復300㎞を輸送するとした場合、古紙１ｔあた
りに換算したCO2排出量は44.40kg-CO2eqとなった。
　以上より、原材料生産段階では、古紙１ｔあたり62.49 
kg-CO2eq/tのCO2排出量となり、１パック（6個）あたりで
は140.63g-CO2eq/パックとなった。

３．２　生産段階
　工場での1日あたりのCO2排出量として、LNGの使用から
5506.76kg-CO2eq、電力使用から4129.79kg-CO2、工業用水の
使用から16.41kg-CO2eq となった。梱包・商品化資材とし
て、1パックあたりのLDPE製の包装資材の製造から
16.87g-CO2eq/パック、ダンボールは10パックを梱包するこ
とから69.73g-CO2eq/パックとなった。
　以上より、生産段階では1824.57g-CO2eq/パックの排出と
なった。

３．３　流通・販売段階
　流通は、PCR附属書Jの「１．輸送距離」の「（ウ）県
間輸送の可能性がある輸送の場合」の条件から、積載率
50％の4tトラックで500㎞を輸送するとした。この場合、約
2t分に相当する1040パックを、軽油を燃料として輸送する
とし、106.73g-CO2eq/パックの排出となった。販売は、
PCR附属書Mの「店舗販売（常温販売）」の原単位を用い
た。聞き取り調査によると、対象とした製品１パックの販
売価格は400円であることから、222.40g-CO2eq/パックの排
出となった。
　以上より、流通・販売段階では329.13g-CO2eq/パックの
排出となった。

３．４　廃棄・リサイクル段階
　質量11.8gのLDPE製の包装材を一般ごみとして処理する
とし、この燃焼により37.05g-CO2eq/パックの排出となり、
燃焼以外の回収等から0.54g-CO2eq/パックの排出、さらに
発生した生PSを処理工場まで10km、10ｔトラックにて積
載率50％（5ｔ分の生PS）で輸送するとして、0.35g-CO2eq/
パックの排出となった。
　排水処理では、工場全体の1日あたりの硫酸アルミニウム
（AS）の使用量が13㎏なので、その62.5％に相当する8kg分
を使用するとし、1.70kg-CO2eq/日の排出となった。加えて、
8%のポリ塩化アルミニウム（Poli Aluminium Chloride: PAC）
液を1m3程度使用することから、比重１としてその62.5％に
相当する50kgを使用するとし、20.45kg-CO2eq/日の排出と
なった。これらの合計から、3.99g-CO2eq/パックの排出と

なった。
　調査した工場では、PSの発生量が1日あたり9.1ｔ、平均
含水率52.4％、灰分率27.5％10）である。
　集められたPSは、外熱式のロータリーキルン型炭化炉
で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留時間で炭化処
理される。この炭化処理にともない69.30g-CO2eq/パックの
排出となった。発生したPS焼却灰は、管理型最終処分場に
埋め立てられるとし、この処理にともない1.34g-CO2eq/
パックの排出となった。
　以上より、廃棄・リサイクル段階では112.57g-CO2eq/
パックの排出となった。

３．５　静岡県産衛生紙のCFP
　静岡県産衛生紙のCO2排出量の試算結果は、1パックあた
り2406.90g-CO2eq/パックとなった（表2）。トイレット
ロール１個あたりでは、包装・梱包資材を含めて
401.15g-CO2eq/個となった。試算結果に基づくCO2排出割
合を図2に示した。CO2排出量の段階毎の内訳は、原材料調
達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、生産段階
で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売段階で
329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル段階で
112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。

４．考察
４．１　静岡県産衛生紙のCFP試算結果の特徴と削減対
策、機能単位の検討
　静岡県産衛生紙のライフサイクルCO2排出量では、生
産段階からのCO2排出割合が最も高く、特に工場のエネル
ギー使用に伴うCO2排出割合が全体の74.8％に達した。こ
のためCO2排出量を削減するには、生産段階での省エネの
推進や原単位の低い再生可能エネルギーの導入など、エネ
ルギー由来のCO2排出量の削減対策を行うことが効果的と
考えられる。

　仮に、グリーン電力証書等の方法を用いて、千葉県銚子
市の風力発電の電力原単位（10.8g-CO2eq/kWh）11）を導入
したとすると、導入前に一日当たり電力のみのCO2排出量
で4129.8kg-CO2eq/dであったのに対して、導入後では
92.2kg-CO2eq/dとなり、導入前の2.2％に削減された。その
結果、生産段階のCO2排出量は1011.01-CO2eq/パックとな
り、CFPは1679.95g-CO2eq/パックとなった。これは、導入
前の69.8％に相当する。
　本研究で検討したトイレットペーパーは、芯なしタイ
プのシングル、130ｍ巻である。通常は、シングルは60ｍ
巻、ダブルは30ｍ巻きが一般的であることを考慮すると、
ほぼ2個分の紙量に相当する。このため、トイレットペー
パーのCFPの算出においては、機能単位を製品1パックあ
たりとするよりも、単位長さあたりとしても良いのかもし
れない。本研究において、通常の電力原単位を使用した場
合、機能単位を単位長さあたりとすると3.08g-CO2eq/mと
なる。

４．２　CFP計算上の問題点とPCRの課題
　桂12）は、上質紙のLCA結果から、インベントリ分析にお
けるいくつかの課題を示した。具体的には、①バイオマス
由来のCO2と化石燃料由来のCO2を分けて考える必要があ
ること、②ボイラに使われる蒸気の配分ルールを決める必
要があること、③古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の
配分が必要であること、④製紙用薬品のインベントリデー
タの不足、等をあげている。以下、①、③、④について検
討する。
　①については、一般的に古紙回収以後の衛生紙の製造過
程では、黒液等のバイオマス燃料を多量に使用することは
ないと考えられるので、衛生紙のCFPの試算においては、
本研究で示したように化石燃料由来のCO2のみを考慮すれ

ば良いと思われる。
　③については、原料古紙の一定割合を上級印刷紙などと
して、環境負荷を計上する必要があると考えられる。仮
に、2011年の古紙利用率13）（63％）を参考として、CO2排
出量の計算を試みることとする。この場合、原料の37％を
上級印刷紙（原単位＝1470kg-CO2eq/t）とすると、調査し
た工場では一日あたり6.80t-CO2eq（12.5×0.37×1.47）
のCO2の排出となり、製品では1224.3g-CO2eq/パック
（(6800/33325)×6）の排出となった。この値を加えてCFP
を再計算すると、3544.6g-CO2eq/パックとなり、従来の約
1.5倍となった。このうちの原料古紙に由来するCO2排出量
は、34.5％（1224.3/3544.6）に達した。これは、極めて大き
な環境負荷となることから、どの程度まで原料古紙の環境
負荷を考慮するのか、今後のPCRで検討する必要があると
思われる。
　④については、本研究においても、製紙用薬品の中で、
特に各種排水処理剤製品の原単位の入手が困難であった。
調査した工場の排水処理では、硫酸バンド、ポリアクリル
アミド系の高分子凝集剤（PAM）、およびPACを使用す
る。このうち、PAMの原単位が不明であったことから、
本研究ではその分の環境負荷の計算を行っていない。各種
排水処理剤は、製造業者により様々な製品名がつけられ、
成分も多様な場合が多い。薬品製造メーカーにおいては、
企業秘密、あるいは製品個別の原単位を把握していない等
の理由から、製品の原単位の入手が困難な場合が多い。パ
ブリックデータベースの整備と平行して、製造メーカーに
よる製紙用薬品のインベントリ分析が行われることを期待
したい。

４．３　PSの処理法を考慮した配分の必要性
　第1報では、いくつかの具体的なPSの処理法を想定した
PCRを作る必要を指摘した。
　本研究でも、同様な条件でPSを灰化処理すると仮定して
試算してみることとする。灰化処理では、自燃式流動床炉
で、炉頂温度950℃の焼成条件で灰化される。この灰化処
理にともない21.03g-CO2eq/パックの排出となる。発生した
PS焼却灰は、管理型最終処分場に埋め立てられるとする
と、1.34g-CO2eq/パックの排出が見込まれる。よって合計
では22.37g-CO2eq/パックのCO2排出となった。
　本研究で検討した炭化処理では、外熱式のロータリーキ
ルン型炭化炉で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留
時間で炭化処理され、この炭化処理にともない
69.30g-CO2eq/パックの排出となった。発生したPS焼却灰
は、管理型最終処分場に埋め立てられるとし、この処理に
ともない1.34g-CO2eq/パックの排出を計上し、合計では
70.64g-CO2eq/パックとなった。
　両者を比較すると、灰化処理は炭化処理の1/5以下のCO2
排出量となった。しかし、灰化処理では、PSに含まれるカ

表１　静岡県産家庭紙の CO2 排出量の計算に用いた CO2 排出原単位

要であること、各種排水処理剤の原単位を整備する必要が
あること、さらにはPSの具体的な処理法を想定したPCRを
作る必要があること等の課題が明らかとなった。
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ルサイトの分解に伴うCO2排出量も考慮する必要がある。
これまでの研究から、乾燥PS（DPS）1tあたりに含まれる
カルサイトの分解と灰化にともなうエネルギー使用からの
CO2排出量は150.6kg-CO2eq/tであることが明らかとなって
いる14）。調査した工場では、2.67t-DPS/日の発生があるの
で、402.1kg-CO2eq/日（2.67×150.6）のカルサイトの分
解起源のCO2排出となり、製品では72.4g-CO2eq/パック
（（402.1/33325）×6）の排出となった。この値を加える
と、灰化処理では94.77g-CO2eq/パック（22.37+72.4）の排
出となった。この値は、炭化処理の1.34倍に相当する。つま
り、カルサイトの分解を考慮する場合としない場合では、
結果が大きくことなることになる。
　炭化処理と灰化処理によって排出される灰の最も大きな
違いは、処理物に炭素が固定されているかどうかである。
炭化PS（CPS）は、含まれている炭素を用いて、製鉄の還
元剤等にリサイクルされている。よって、CPSの配分も考
慮されるべきであるが、現状では考慮されていない。仮に、
この炭素を石炭等の化石燃料の代替として計上した場合に
は、CPSの環境負荷は低減されると考えられる。
　以上より、単純なエネルギーの使用量のみのインベント
リ分析結果と、処理物に固定されたCO2も考慮した計算結
果とでは、CO2排出量が大きく異なることが示された。ま
た、CPSのリサイクルを考慮するかどうかでも、原単位が
大きく異なることが予想される。このため、いくつかの具
体的なPSの処理法を想定したPCRを作る必要がある。

５．まとめ
　本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイレットペー
パー6個パック製品について、CFPの再計算を行った。再
計算にあたっては、調査した工場で生産しているトイレッ
トペーパー以外の製品の生産割合も考慮し、可能な限り
1次データを使用し、それ以外についてはカーボンフット
プリント制度商品種別算定基準（PCR）「紙・板紙」
（PPR-025）に則って計算した。
　その結果、2406.9g-CO2eq/パックとの結果が得られた。
トイレットペーパー１個あたりでは、包装・梱包資材を含
めて401.15g-CO2eq/個となった。CO2排出量の段階毎の内訳
は、原材料調達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、
生産段階で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売
段階で329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル
段階で112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。
　CFPを削減するには、CO2排出割合が高い生産段階にお
いて、省エネの推進や原単位の低い再生可能エネルギーの
導入など、エネルギー由来のCO2排出量の削減対策を行う
ことが効果的であると考えられる。例えば、風力発電等の
グリーン電力証書等により、発電原単位の少ない電力の導
入などが考えられるである。また、CFPの計算にあたって
は、原料古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の配分が必

　ライフサイクル
 段階 

一次データ  二次データ出典 備考

   軽油  2.79kg-CO2eq/L
   LPG  3.47kg-CO2eq/kg
 
原材料生産段階

 エネルギー 電力 CFP 共通原単位 ６) 0.48kg-CO2eq/kWh
   水道水  0.21kg-CO2eq/m3

   都市ガス 13A  3.47kg-CO2eq/Nm3

  輸送
  (PCR 附属書 E)  

CFP 共通原単位 ６) 燃料法

  　 LNG  3.21kg-CO2eq/kg

 生産段階
 エネルギー 電力 CFP 共通原単位 ６) 0.48kg-CO2eq/kWh

   工業用水  0.105kg-CO2eq/m3

  
梱包 ･商品化資材

 LDPE 製造 CFP 共通原単位 ６) 1.43kgCO2eq/kg
　 　 　 ダンボール　 味の素 ７）　 0.367kg-CO2eq/m2

  流通 
県間輸送 CFP 共通原単位 ６) 222g-CO2eq/tkm  (PCR 附属書 J)

 流通 ･販売段階
 販売

  (PCR 附属書 M) 
店舗販売(常温) PCR 附属書 M 0.556g-CO2eq/ 円

 使用 ･維持管理
 段階

 　
一般ごみ処理

 包装プラ燃焼 式量計算より＊　 3.14g-CO2eq/g
   焼却以外 CFP 共通原単位 ６) 0.0456g-CO2eq/g
 廃棄・リサイク 排水処理

 硫酸アルミ(AS)  0.212kg-CO2eq/kg
　 ル段階　 　 ポリ塩化アルミ(PAC) 

味の素 ７) 
0.409kg-CO2eq/kg

　 　 PS の輸送 
市内輸送 CFP 共通原単位 ６)

 
174g-CO2eq/tkm   (PCR 附属書 J) 

     *:C2H4+3O2→2CO2+2H2O
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１．はじめに
　カーボンフットプリント（「Carbon Footprint」、以後
CFP）は、「製品のライフサイクル全般を通じて排出された
温室効果ガスをCO2量で表したもの」と定義されている1）。
　これまでの紙のライフサイクル・アセスメント（LCA）
に関する研究としては、桂ら2）による上質紙のライフサイ
クルインベントリー分析、中澤ら3）による非木材パルプ及

び古紙パルプを配合した上質紙のライフサイクルインベン
トリー分析があり、これらをまとめて、桂4）が木材、非木
材、古紙パルプの　LCA評価を行った。その後、これらの
木材、非木材、古紙パルプについてのLCA評価結果を用い
て、上質紙5）や、環境報告書用紙6）のLCA評価に関する研
究が行われた。再生紙のCFPの試算については、本研究の
第1報にて、報告した。具体的には、静岡県富士市で生産
された再生紙トイレットペーパー6個パック製品にいて、
できるだけカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って試算し、
2160.65g-CO2eq/パックの結果を得た。
　CFPの制度化に関するこれまでの動向としては、2008年
7月29日、「低炭素社会づくり行動計画」が閣議決定さ

れ、同年、経済産業省「カーボンフットプリント制度の在
り方（指針）」、「商品種別算定基準（PCR：Product 
Category Rule）策定基準」のとりまとめ作業が開始され
た。続いて2010年8月には、日本製紙連合会を申請代表事
業者として、PCR「紙・板紙」の申請がなされた。しか
し、紙・パルプ業界で伝統的に行われてきた「廃棄物燃料
の燃焼に伴うCO2排出量」の環境負荷の取り扱いについて、
日本製紙連合会の見解と現行のCFP制度の基本ルールとの
間に意見の相違があるため、未だPCRの成立に至っていな
い。このような状況の中、2011年3月18日、日本製紙連合
会のLCA小委員会から、「紙・板紙のライフサイクルにお
けるCO2排出量」が公表された。この中では、上級印刷紙
など16品目についてCO2排出原単位が公表された。しかし、
衛生紙に関しては触れられていない。
　衛生紙は、一般消費者にとって、生活に身近な使用頻度
の高い紙であることから、先行的にCFPの表示がなされる
べき製品と考えられる。そして、衛生紙の生産では、環境
負荷の解釈が難しい黒液等のバイオマスエネルギーを利用
しないことから、通常のCFPの計算方法で対応可能であ
る。しかし、衛生紙の生産は、中小企業で行われている場
合が多いため、自力での計算には限界がある。そのため、
大学や公設研究所が数多くの事例研究を実施して、CFPの
比較検討を行い、より簡易的にCFPの計算ができる環境を
整備する必要がある。
　そこで、本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイ
レットペーパー6個パック製品について、CFPの再計算を
行った。再計算にあたっては、調査した工場で生産してい
るトイレットペーパー以外の製品の生産割合（全体の37.5
％）を考慮し、可能な限り1次データを使用し、それ以外
についてはカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って計算した。その
結果、現状のPCRの課題が明らかになったので報告する。

２．方法
２．１　評価対象と算定範囲
　調査した家庭紙工場は、富士市において平均的な生産規
模の家庭紙工場である。模造紙、ケント紙、ラミネート紙
（牛乳パック、紙コップ）等の古紙のみを原料として、
トイレットペーパー、ちり紙等の生産を行っている。平均
月産量は330tに達する。主要設備は、古紙蒸煮設備（14尺
地球釡）１基と丸網ヤンキー式抄紙機2台であり、高性能
パルパー、連続式原料調達装置、芯なしトイレットリワ
インダー、ログカッター、包装装置、地下水揚水設備、排
水処理装置、ボイラ装置等の設備を有する。発生したPS
（Paper Sludge）は、富士市内の共同スラッジ焼却炉へ輸
送し、処理を行っている。
　本研究におけるCFPの算定範囲は、①原料調達段階、②
生産段階、③流通・販売段階、④使用・維持管理段階、⑤

廃棄・リサイクル段階の5段階とした（図1）。原料調達段階
では、PCR附属書E「国内の古紙原料」に記載のある条件を
採用した。生産段階は、工場でのエネルギー使用、工業用水
の使用、製品のプラ包装資材の使用に伴うCO2排出量を対
象とした。流通・販売段階は、PCR附属書J「県間輸送」、
附属書M「店舗販売」に記載のある条件を用いた。使用・
維持管理段階は、PCR 4.4の記載に「紙・板紙が消費するエ
ネルギーなどのユーティリティは無いと考えられる」とあ
るため、本論文ではこの段階のGHG排出量を考慮しない。
廃棄・リサイクル段階は、プラ包装資材の廃棄処分、排水
処理に伴う薬品使用、およびPSの処理を対象とした。PS
の処理では、PCR 4.5.1を参考として廃棄焼却処理とした。
PS焼却処理施設までの輸送は附属書J「市内輸送」の条件
を用い、処理施設でのエネルギー使用と管理型最終処分場へ
の埋め立てに伴うGHG排出量を対象とした。なお、工場設備
等の耐久財に関するGHG排出量は、耐用年数の設定に関す
る問題が大きいため対象としない。生産段階における地下
水の使用については、エネルギー使用のみを対象とした。

２．２　機能単位と計算方法
　機能単位は、芯なしタイプのトイレットロール（シング
ル、130m巻）6個をLDPEで包装した製品（以後、パック
製品）1個とした。CO2排出量の算定方法は、機能単位あた
りのCO2排出量＝∑（活動量i×CO2排出原単位i）：iは段階
（プロセス）として、段階毎に積み上げ法により求めた。

２．３　インベントリデータの収集方法
　一次データは、古紙ヤード、家庭紙工場、およびPS処理施
設での聞き取り調査により得た。PSの分析は、水分量、配
分量、構成鉱物、主成分、示差熱重量分析、炭素量分析等
を行った。二次データは、CFP共通原単位7）、産業連関表
から算出された味の素グループ版食品関連材料CO2排出係
数データベース8）の3ヶ年度平均から得た。なお、PSの灰
化処理に伴うインベントリデータは、安藤ほか9）を用いた。

３．結果
　調査した家庭紙工場では、20tの古紙から16tの製品を
生産している。全製品の62.5％をトイレットペーパーが占
め、残りをそれ以外（主にちり紙）の製品が占めている。
本研究では、この割合で工場内のエネルギーと排水処理に
用いる薬品等の配分を行っている。また、一日あたりのト
イレットペーパーの生産量は12.5ｔの古紙から10tの製品を
製造している。一日あたりのトイレットペーパーの生産個
数は33325個であることから、古紙１ｔから生産されるト

イレットペーパーの数は、2666個とした。
　この工場では、生産段階において地下水を一日あたり
3000m3使用する。揚水は電動ポンプによるが、その使用電
力量は、工場の使用電力に合算されている。本研究では、
地下水使用に伴うその他の環境負荷については考慮してい
ない。また、工場における排水処理後の排水は、富士地域
の製紙工場向けに設置されている共同排水路（岳南排水路）
から海洋放流されている。本研究では、岳南排水路の建設、
維持管理に関する環境負荷については、考慮していない。
　試算に用いたCO2排出原単位を表1に示した。

３．１　原材料生産段階
　PCR附属書Eの「６．国内古紙原料」の条件から、「家
庭や事業所からの回収」では、古紙１ｔあたり
10.85kg-CO2eqが計上されている。
　古紙ヤードでの環境負荷については、調査に協力してく
れた東京都内の古紙ヤードでの1次データを使用した。こ
れによると、「古紙ヤードでの軽油使用」から1.20kg-CO2eq、

安藤　生大

「古紙ヤードでの電力使用」から4.10kg-CO2eq、「古紙
ヤードでの水道水使用」から0.02kg-CO2eq、「古紙ヤード
でのプロパン使用」から1.90kg-CO2eq、「事務所での都市
ガス使用」から0.01kg-CO2eqとなった。この古紙ヤードか
ら調査した工場までの古紙輸送では、積載率50％の15tト
ラックで往復300㎞を輸送するとした場合、古紙１ｔあた
りに換算したCO2排出量は44.40kg-CO2eqとなった。
　以上より、原材料生産段階では、古紙１ｔあたり62.49 
kg-CO2eq/tのCO2排出量となり、１パック（6個）あたりで
は140.63g-CO2eq/パックとなった。

３．２　生産段階
　工場での1日あたりのCO2排出量として、LNGの使用から
5506.76kg-CO2eq、電力使用から4129.79kg-CO2、工業用水の
使用から16.41kg-CO2eq となった。梱包・商品化資材とし
て、1パックあたりのLDPE製の包装資材の製造から
16.87g-CO2eq/パック、ダンボールは10パックを梱包するこ
とから69.73g-CO2eq/パックとなった。
　以上より、生産段階では1824.57g-CO2eq/パックの排出と
なった。

３．３　流通・販売段階
　流通は、PCR附属書Jの「１．輸送距離」の「（ウ）県
間輸送の可能性がある輸送の場合」の条件から、積載率
50％の4tトラックで500㎞を輸送するとした。この場合、約
2t分に相当する1040パックを、軽油を燃料として輸送する
とし、106.73g-CO2eq/パックの排出となった。販売は、
PCR附属書Mの「店舗販売（常温販売）」の原単位を用い
た。聞き取り調査によると、対象とした製品１パックの販
売価格は400円であることから、222.40g-CO2eq/パックの排
出となった。
　以上より、流通・販売段階では329.13g-CO2eq/パックの
排出となった。

３．４　廃棄・リサイクル段階
　質量11.8gのLDPE製の包装材を一般ごみとして処理する
とし、この燃焼により37.05g-CO2eq/パックの排出となり、
燃焼以外の回収等から0.54g-CO2eq/パックの排出、さらに
発生した生PSを処理工場まで10km、10ｔトラックにて積
載率50％（5ｔ分の生PS）で輸送するとして、0.35g-CO2eq/
パックの排出となった。
　排水処理では、工場全体の1日あたりの硫酸アルミニウム
（AS）の使用量が13㎏なので、その62.5％に相当する8kg分
を使用するとし、1.70kg-CO2eq/日の排出となった。加えて、
8%のポリ塩化アルミニウム（Poli Aluminium Chloride: PAC）
液を1m3程度使用することから、比重１としてその62.5％に
相当する50kgを使用するとし、20.45kg-CO2eq/日の排出と
なった。これらの合計から、3.99g-CO2eq/パックの排出と

なった。
　調査した工場では、PSの発生量が1日あたり9.1ｔ、平均
含水率52.4％、灰分率27.5％10）である。
　集められたPSは、外熱式のロータリーキルン型炭化炉
で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留時間で炭化処
理される。この炭化処理にともない69.30g-CO2eq/パックの
排出となった。発生したPS焼却灰は、管理型最終処分場に
埋め立てられるとし、この処理にともない1.34g-CO2eq/
パックの排出となった。
　以上より、廃棄・リサイクル段階では112.57g-CO2eq/
パックの排出となった。

３．５　静岡県産衛生紙のCFP
　静岡県産衛生紙のCO2排出量の試算結果は、1パックあた
り2406.90g-CO2eq/パックとなった（表2）。トイレット
ロール１個あたりでは、包装・梱包資材を含めて
401.15g-CO2eq/個となった。試算結果に基づくCO2排出割
合を図2に示した。CO2排出量の段階毎の内訳は、原材料調
達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、生産段階
で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売段階で
329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル段階で
112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。

４．考察
４．１　静岡県産衛生紙のCFP試算結果の特徴と削減対
策、機能単位の検討
　静岡県産衛生紙のライフサイクルCO2排出量では、生
産段階からのCO2排出割合が最も高く、特に工場のエネル
ギー使用に伴うCO2排出割合が全体の74.8％に達した。こ
のためCO2排出量を削減するには、生産段階での省エネの
推進や原単位の低い再生可能エネルギーの導入など、エネ
ルギー由来のCO2排出量の削減対策を行うことが効果的と
考えられる。

　仮に、グリーン電力証書等の方法を用いて、千葉県銚子
市の風力発電の電力原単位（10.8g-CO2eq/kWh）11）を導入
したとすると、導入前に一日当たり電力のみのCO2排出量
で4129.8kg-CO2eq/dであったのに対して、導入後では
92.2kg-CO2eq/dとなり、導入前の2.2％に削減された。その
結果、生産段階のCO2排出量は1011.01-CO2eq/パックとな
り、CFPは1679.95g-CO2eq/パックとなった。これは、導入
前の69.8％に相当する。
　本研究で検討したトイレットペーパーは、芯なしタイ
プのシングル、130ｍ巻である。通常は、シングルは60ｍ
巻、ダブルは30ｍ巻きが一般的であることを考慮すると、
ほぼ2個分の紙量に相当する。このため、トイレットペー
パーのCFPの算出においては、機能単位を製品1パックあ
たりとするよりも、単位長さあたりとしても良いのかもし
れない。本研究において、通常の電力原単位を使用した場
合、機能単位を単位長さあたりとすると3.08g-CO2eq/mと
なる。

４．２　CFP計算上の問題点とPCRの課題
　桂12）は、上質紙のLCA結果から、インベントリ分析にお
けるいくつかの課題を示した。具体的には、①バイオマス
由来のCO2と化石燃料由来のCO2を分けて考える必要があ
ること、②ボイラに使われる蒸気の配分ルールを決める必
要があること、③古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の
配分が必要であること、④製紙用薬品のインベントリデー
タの不足、等をあげている。以下、①、③、④について検
討する。
　①については、一般的に古紙回収以後の衛生紙の製造過
程では、黒液等のバイオマス燃料を多量に使用することは
ないと考えられるので、衛生紙のCFPの試算においては、
本研究で示したように化石燃料由来のCO2のみを考慮すれ

ば良いと思われる。
　③については、原料古紙の一定割合を上級印刷紙などと
して、環境負荷を計上する必要があると考えられる。仮
に、2011年の古紙利用率13）（63％）を参考として、CO2排
出量の計算を試みることとする。この場合、原料の37％を
上級印刷紙（原単位＝1470kg-CO2eq/t）とすると、調査し
た工場では一日あたり6.80t-CO2eq（12.5×0.37×1.47）
のCO2の排出となり、製品では1224.3g-CO2eq/パック
（(6800/33325)×6）の排出となった。この値を加えてCFP
を再計算すると、3544.6g-CO2eq/パックとなり、従来の約
1.5倍となった。このうちの原料古紙に由来するCO2排出量
は、34.5％（1224.3/3544.6）に達した。これは、極めて大き
な環境負荷となることから、どの程度まで原料古紙の環境
負荷を考慮するのか、今後のPCRで検討する必要があると
思われる。
　④については、本研究においても、製紙用薬品の中で、
特に各種排水処理剤製品の原単位の入手が困難であった。
調査した工場の排水処理では、硫酸バンド、ポリアクリル
アミド系の高分子凝集剤（PAM）、およびPACを使用す
る。このうち、PAMの原単位が不明であったことから、
本研究ではその分の環境負荷の計算を行っていない。各種
排水処理剤は、製造業者により様々な製品名がつけられ、
成分も多様な場合が多い。薬品製造メーカーにおいては、
企業秘密、あるいは製品個別の原単位を把握していない等
の理由から、製品の原単位の入手が困難な場合が多い。パ
ブリックデータベースの整備と平行して、製造メーカーに
よる製紙用薬品のインベントリ分析が行われることを期待
したい。

４．３　PSの処理法を考慮した配分の必要性
　第1報では、いくつかの具体的なPSの処理法を想定した
PCRを作る必要を指摘した。
　本研究でも、同様な条件でPSを灰化処理すると仮定して
試算してみることとする。灰化処理では、自燃式流動床炉
で、炉頂温度950℃の焼成条件で灰化される。この灰化処
理にともない21.03g-CO2eq/パックの排出となる。発生した
PS焼却灰は、管理型最終処分場に埋め立てられるとする
と、1.34g-CO2eq/パックの排出が見込まれる。よって合計
では22.37g-CO2eq/パックのCO2排出となった。
　本研究で検討した炭化処理では、外熱式のロータリーキ
ルン型炭化炉で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留
時間で炭化処理され、この炭化処理にともない
69.30g-CO2eq/パックの排出となった。発生したPS焼却灰
は、管理型最終処分場に埋め立てられるとし、この処理に
ともない1.34g-CO2eq/パックの排出を計上し、合計では
70.64g-CO2eq/パックとなった。
　両者を比較すると、灰化処理は炭化処理の1/5以下のCO2
排出量となった。しかし、灰化処理では、PSに含まれるカ

要であること、各種排水処理剤の原単位を整備する必要が
あること、さらにはPSの具体的な処理法を想定したPCRを
作る必要があること等の課題が明らかとなった。
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ルサイトの分解に伴うCO2排出量も考慮する必要がある。
これまでの研究から、乾燥PS（DPS）1tあたりに含まれる
カルサイトの分解と灰化にともなうエネルギー使用からの
CO2排出量は150.6kg-CO2eq/tであることが明らかとなって
いる14）。調査した工場では、2.67t-DPS/日の発生があるの
で、402.1kg-CO2eq/日（2.67×150.6）のカルサイトの分
解起源のCO2排出となり、製品では72.4g-CO2eq/パック
（（402.1/33325）×6）の排出となった。この値を加える
と、灰化処理では94.77g-CO2eq/パック（22.37+72.4）の排
出となった。この値は、炭化処理の1.34倍に相当する。つま
り、カルサイトの分解を考慮する場合としない場合では、
結果が大きくことなることになる。
　炭化処理と灰化処理によって排出される灰の最も大きな
違いは、処理物に炭素が固定されているかどうかである。
炭化PS（CPS）は、含まれている炭素を用いて、製鉄の還
元剤等にリサイクルされている。よって、CPSの配分も考
慮されるべきであるが、現状では考慮されていない。仮に、
この炭素を石炭等の化石燃料の代替として計上した場合に
は、CPSの環境負荷は低減されると考えられる。
　以上より、単純なエネルギーの使用量のみのインベント
リ分析結果と、処理物に固定されたCO2も考慮した計算結
果とでは、CO2排出量が大きく異なることが示された。ま
た、CPSのリサイクルを考慮するかどうかでも、原単位が
大きく異なることが予想される。このため、いくつかの具
体的なPSの処理法を想定したPCRを作る必要がある。

５．まとめ
　本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイレットペー
パー6個パック製品について、CFPの再計算を行った。再
計算にあたっては、調査した工場で生産しているトイレッ
トペーパー以外の製品の生産割合も考慮し、可能な限り
1次データを使用し、それ以外についてはカーボンフット
プリント制度商品種別算定基準（PCR）「紙・板紙」
（PPR-025）に則って計算した。
　その結果、2406.9g-CO2eq/パックとの結果が得られた。
トイレットペーパー１個あたりでは、包装・梱包資材を含
めて401.15g-CO2eq/個となった。CO2排出量の段階毎の内訳
は、原材料調達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、
生産段階で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売
段階で329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル
段階で112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。
　CFPを削減するには、CO2排出割合が高い生産段階にお
いて、省エネの推進や原単位の低い再生可能エネルギーの
導入など、エネルギー由来のCO2排出量の削減対策を行う
ことが効果的であると考えられる。例えば、風力発電等の
グリーン電力証書等により、発電原単位の少ない電力の導
入などが考えられるである。また、CFPの計算にあたって
は、原料古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の配分が必

表 2　静岡県産衛生紙のライフサイクル CO2 排出量

　　　　段階
①原材料調達段階
②生産段階
 （エネルギー由来）
 （梱包・包装由来）
③流通・販売段階
 （流通プロセス）
 （店頭販売プロセス）
④使用・維持管理段階
⑤廃棄・リサイクル段階
 合計

g-CO₂eq/kg
140.63
1824.57
 （1735.01）
 （89.56）
329.13
 （106.73）
 （222.40）

112.57
2406.90

比率（％）
5.8
75.8
 （72.1）
 （3.7）
13.7
 （4.4）
 （9.2）

4.7
100
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１．はじめに
　カーボンフットプリント（「Carbon Footprint」、以後
CFP）は、「製品のライフサイクル全般を通じて排出された
温室効果ガスをCO2量で表したもの」と定義されている1）。
　これまでの紙のライフサイクル・アセスメント（LCA）
に関する研究としては、桂ら2）による上質紙のライフサイ
クルインベントリー分析、中澤ら3）による非木材パルプ及

び古紙パルプを配合した上質紙のライフサイクルインベン
トリー分析があり、これらをまとめて、桂4）が木材、非木
材、古紙パルプの　LCA評価を行った。その後、これらの
木材、非木材、古紙パルプについてのLCA評価結果を用い
て、上質紙5）や、環境報告書用紙6）のLCA評価に関する研
究が行われた。再生紙のCFPの試算については、本研究の
第1報にて、報告した。具体的には、静岡県富士市で生産
された再生紙トイレットペーパー6個パック製品にいて、
できるだけカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って試算し、
2160.65g-CO2eq/パックの結果を得た。
　CFPの制度化に関するこれまでの動向としては、2008年
7月29日、「低炭素社会づくり行動計画」が閣議決定さ

れ、同年、経済産業省「カーボンフットプリント制度の在
り方（指針）」、「商品種別算定基準（PCR：Product 
Category Rule）策定基準」のとりまとめ作業が開始され
た。続いて2010年8月には、日本製紙連合会を申請代表事
業者として、PCR「紙・板紙」の申請がなされた。しか
し、紙・パルプ業界で伝統的に行われてきた「廃棄物燃料
の燃焼に伴うCO2排出量」の環境負荷の取り扱いについて、
日本製紙連合会の見解と現行のCFP制度の基本ルールとの
間に意見の相違があるため、未だPCRの成立に至っていな
い。このような状況の中、2011年3月18日、日本製紙連合
会のLCA小委員会から、「紙・板紙のライフサイクルにお
けるCO2排出量」が公表された。この中では、上級印刷紙
など16品目についてCO2排出原単位が公表された。しかし、
衛生紙に関しては触れられていない。
　衛生紙は、一般消費者にとって、生活に身近な使用頻度
の高い紙であることから、先行的にCFPの表示がなされる
べき製品と考えられる。そして、衛生紙の生産では、環境
負荷の解釈が難しい黒液等のバイオマスエネルギーを利用
しないことから、通常のCFPの計算方法で対応可能であ
る。しかし、衛生紙の生産は、中小企業で行われている場
合が多いため、自力での計算には限界がある。そのため、
大学や公設研究所が数多くの事例研究を実施して、CFPの
比較検討を行い、より簡易的にCFPの計算ができる環境を
整備する必要がある。
　そこで、本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイ
レットペーパー6個パック製品について、CFPの再計算を
行った。再計算にあたっては、調査した工場で生産してい
るトイレットペーパー以外の製品の生産割合（全体の37.5
％）を考慮し、可能な限り1次データを使用し、それ以外
についてはカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って計算した。その
結果、現状のPCRの課題が明らかになったので報告する。

２．方法
２．１　評価対象と算定範囲
　調査した家庭紙工場は、富士市において平均的な生産規
模の家庭紙工場である。模造紙、ケント紙、ラミネート紙
（牛乳パック、紙コップ）等の古紙のみを原料として、
トイレットペーパー、ちり紙等の生産を行っている。平均
月産量は330tに達する。主要設備は、古紙蒸煮設備（14尺
地球釡）１基と丸網ヤンキー式抄紙機2台であり、高性能
パルパー、連続式原料調達装置、芯なしトイレットリワ
インダー、ログカッター、包装装置、地下水揚水設備、排
水処理装置、ボイラ装置等の設備を有する。発生したPS
（Paper Sludge）は、富士市内の共同スラッジ焼却炉へ輸
送し、処理を行っている。
　本研究におけるCFPの算定範囲は、①原料調達段階、②
生産段階、③流通・販売段階、④使用・維持管理段階、⑤

廃棄・リサイクル段階の5段階とした（図1）。原料調達段階
では、PCR附属書E「国内の古紙原料」に記載のある条件を
採用した。生産段階は、工場でのエネルギー使用、工業用水
の使用、製品のプラ包装資材の使用に伴うCO2排出量を対
象とした。流通・販売段階は、PCR附属書J「県間輸送」、
附属書M「店舗販売」に記載のある条件を用いた。使用・
維持管理段階は、PCR 4.4の記載に「紙・板紙が消費するエ
ネルギーなどのユーティリティは無いと考えられる」とあ
るため、本論文ではこの段階のGHG排出量を考慮しない。
廃棄・リサイクル段階は、プラ包装資材の廃棄処分、排水
処理に伴う薬品使用、およびPSの処理を対象とした。PS
の処理では、PCR 4.5.1を参考として廃棄焼却処理とした。
PS焼却処理施設までの輸送は附属書J「市内輸送」の条件
を用い、処理施設でのエネルギー使用と管理型最終処分場へ
の埋め立てに伴うGHG排出量を対象とした。なお、工場設備
等の耐久財に関するGHG排出量は、耐用年数の設定に関す
る問題が大きいため対象としない。生産段階における地下
水の使用については、エネルギー使用のみを対象とした。

２．２　機能単位と計算方法
　機能単位は、芯なしタイプのトイレットロール（シング
ル、130m巻）6個をLDPEで包装した製品（以後、パック
製品）1個とした。CO2排出量の算定方法は、機能単位あた
りのCO2排出量＝∑（活動量i×CO2排出原単位i）：iは段階
（プロセス）として、段階毎に積み上げ法により求めた。

２．３　インベントリデータの収集方法
　一次データは、古紙ヤード、家庭紙工場、およびPS処理施
設での聞き取り調査により得た。PSの分析は、水分量、配
分量、構成鉱物、主成分、示差熱重量分析、炭素量分析等
を行った。二次データは、CFP共通原単位7）、産業連関表
から算出された味の素グループ版食品関連材料CO2排出係
数データベース8）の3ヶ年度平均から得た。なお、PSの灰
化処理に伴うインベントリデータは、安藤ほか9）を用いた。

３．結果
　調査した家庭紙工場では、20tの古紙から16tの製品を
生産している。全製品の62.5％をトイレットペーパーが占
め、残りをそれ以外（主にちり紙）の製品が占めている。
本研究では、この割合で工場内のエネルギーと排水処理に
用いる薬品等の配分を行っている。また、一日あたりのト
イレットペーパーの生産量は12.5ｔの古紙から10tの製品を
製造している。一日あたりのトイレットペーパーの生産個
数は33325個であることから、古紙１ｔから生産されるト

イレットペーパーの数は、2666個とした。
　この工場では、生産段階において地下水を一日あたり
3000m3使用する。揚水は電動ポンプによるが、その使用電
力量は、工場の使用電力に合算されている。本研究では、
地下水使用に伴うその他の環境負荷については考慮してい
ない。また、工場における排水処理後の排水は、富士地域
の製紙工場向けに設置されている共同排水路（岳南排水路）
から海洋放流されている。本研究では、岳南排水路の建設、
維持管理に関する環境負荷については、考慮していない。
　試算に用いたCO2排出原単位を表1に示した。

３．１　原材料生産段階
　PCR附属書Eの「６．国内古紙原料」の条件から、「家
庭や事業所からの回収」では、古紙１ｔあたり
10.85kg-CO2eqが計上されている。
　古紙ヤードでの環境負荷については、調査に協力してく
れた東京都内の古紙ヤードでの1次データを使用した。こ
れによると、「古紙ヤードでの軽油使用」から1.20kg-CO2eq、

「古紙ヤードでの電力使用」から4.10kg-CO2eq、「古紙
ヤードでの水道水使用」から0.02kg-CO2eq、「古紙ヤード
でのプロパン使用」から1.90kg-CO2eq、「事務所での都市
ガス使用」から0.01kg-CO2eqとなった。この古紙ヤードか
ら調査した工場までの古紙輸送では、積載率50％の15tト
ラックで往復300㎞を輸送するとした場合、古紙１ｔあた
りに換算したCO2排出量は44.40kg-CO2eqとなった。
　以上より、原材料生産段階では、古紙１ｔあたり62.49 
kg-CO2eq/tのCO2排出量となり、１パック（6個）あたりで
は140.63g-CO2eq/パックとなった。

３．２　生産段階
　工場での1日あたりのCO2排出量として、LNGの使用から
5506.76kg-CO2eq、電力使用から4129.79kg-CO2、工業用水の
使用から16.41kg-CO2eq となった。梱包・商品化資材とし
て、1パックあたりのLDPE製の包装資材の製造から
16.87g-CO2eq/パック、ダンボールは10パックを梱包するこ
とから69.73g-CO2eq/パックとなった。
　以上より、生産段階では1824.57g-CO2eq/パックの排出と
なった。

３．３　流通・販売段階
　流通は、PCR附属書Jの「１．輸送距離」の「（ウ）県
間輸送の可能性がある輸送の場合」の条件から、積載率
50％の4tトラックで500㎞を輸送するとした。この場合、約
2t分に相当する1040パックを、軽油を燃料として輸送する
とし、106.73g-CO2eq/パックの排出となった。販売は、
PCR附属書Mの「店舗販売（常温販売）」の原単位を用い
た。聞き取り調査によると、対象とした製品１パックの販
売価格は400円であることから、222.40g-CO2eq/パックの排
出となった。
　以上より、流通・販売段階では329.13g-CO2eq/パックの
排出となった。

３．４　廃棄・リサイクル段階
　質量11.8gのLDPE製の包装材を一般ごみとして処理する
とし、この燃焼により37.05g-CO2eq/パックの排出となり、
燃焼以外の回収等から0.54g-CO2eq/パックの排出、さらに
発生した生PSを処理工場まで10km、10ｔトラックにて積
載率50％（5ｔ分の生PS）で輸送するとして、0.35g-CO2eq/
パックの排出となった。
　排水処理では、工場全体の1日あたりの硫酸アルミニウム
（AS）の使用量が13㎏なので、その62.5％に相当する8kg分
を使用するとし、1.70kg-CO2eq/日の排出となった。加えて、
8%のポリ塩化アルミニウム（Poli Aluminium Chloride: PAC）
液を1m3程度使用することから、比重１としてその62.5％に
相当する50kgを使用するとし、20.45kg-CO2eq/日の排出と
なった。これらの合計から、3.99g-CO2eq/パックの排出と

なった。
　調査した工場では、PSの発生量が1日あたり9.1ｔ、平均
含水率52.4％、灰分率27.5％10）である。
　集められたPSは、外熱式のロータリーキルン型炭化炉
で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留時間で炭化処
理される。この炭化処理にともない69.30g-CO2eq/パックの
排出となった。発生したPS焼却灰は、管理型最終処分場に
埋め立てられるとし、この処理にともない1.34g-CO2eq/
パックの排出となった。
　以上より、廃棄・リサイクル段階では112.57g-CO2eq/
パックの排出となった。

３．５　静岡県産衛生紙のCFP
　静岡県産衛生紙のCO2排出量の試算結果は、1パックあた
り2406.90g-CO2eq/パックとなった（表2）。トイレット
ロール１個あたりでは、包装・梱包資材を含めて
401.15g-CO2eq/個となった。試算結果に基づくCO2排出割
合を図2に示した。CO2排出量の段階毎の内訳は、原材料調
達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、生産段階
で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売段階で
329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル段階で
112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。

４．考察
４．１　静岡県産衛生紙のCFP試算結果の特徴と削減対
策、機能単位の検討
　静岡県産衛生紙のライフサイクルCO2排出量では、生
産段階からのCO2排出割合が最も高く、特に工場のエネル
ギー使用に伴うCO2排出割合が全体の74.8％に達した。こ
のためCO2排出量を削減するには、生産段階での省エネの
推進や原単位の低い再生可能エネルギーの導入など、エネ
ルギー由来のCO2排出量の削減対策を行うことが効果的と
考えられる。
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　仮に、グリーン電力証書等の方法を用いて、千葉県銚子
市の風力発電の電力原単位（10.8g-CO2eq/kWh）11）を導入
したとすると、導入前に一日当たり電力のみのCO2排出量
で4129.8kg-CO2eq/dであったのに対して、導入後では
92.2kg-CO2eq/dとなり、導入前の2.2％に削減された。その
結果、生産段階のCO2排出量は1011.01-CO2eq/パックとな
り、CFPは1679.95g-CO2eq/パックとなった。これは、導入
前の69.8％に相当する。
　本研究で検討したトイレットペーパーは、芯なしタイ
プのシングル、130ｍ巻である。通常は、シングルは60ｍ
巻、ダブルは30ｍ巻きが一般的であることを考慮すると、
ほぼ2個分の紙量に相当する。このため、トイレットペー
パーのCFPの算出においては、機能単位を製品1パックあ
たりとするよりも、単位長さあたりとしても良いのかもし
れない。本研究において、通常の電力原単位を使用した場
合、機能単位を単位長さあたりとすると3.08g-CO2eq/mと
なる。

４．２　CFP計算上の問題点とPCRの課題
　桂12）は、上質紙のLCA結果から、インベントリ分析にお
けるいくつかの課題を示した。具体的には、①バイオマス
由来のCO2と化石燃料由来のCO2を分けて考える必要があ
ること、②ボイラに使われる蒸気の配分ルールを決める必
要があること、③古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の
配分が必要であること、④製紙用薬品のインベントリデー
タの不足、等をあげている。以下、①、③、④について検
討する。
　①については、一般的に古紙回収以後の衛生紙の製造過
程では、黒液等のバイオマス燃料を多量に使用することは
ないと考えられるので、衛生紙のCFPの試算においては、
本研究で示したように化石燃料由来のCO2のみを考慮すれ

ば良いと思われる。
　③については、原料古紙の一定割合を上級印刷紙などと
して、環境負荷を計上する必要があると考えられる。仮
に、2011年の古紙利用率13）（63％）を参考として、CO2排
出量の計算を試みることとする。この場合、原料の37％を
上級印刷紙（原単位＝1470kg-CO2eq/t）とすると、調査し
た工場では一日あたり6.80t-CO2eq（12.5×0.37×1.47）
のCO2の排出となり、製品では1224.3g-CO2eq/パック
（(6800/33325)×6）の排出となった。この値を加えてCFP
を再計算すると、3544.6g-CO2eq/パックとなり、従来の約
1.5倍となった。このうちの原料古紙に由来するCO2排出量
は、34.5％（1224.3/3544.6）に達した。これは、極めて大き
な環境負荷となることから、どの程度まで原料古紙の環境
負荷を考慮するのか、今後のPCRで検討する必要があると
思われる。
　④については、本研究においても、製紙用薬品の中で、
特に各種排水処理剤製品の原単位の入手が困難であった。
調査した工場の排水処理では、硫酸バンド、ポリアクリル
アミド系の高分子凝集剤（PAM）、およびPACを使用す
る。このうち、PAMの原単位が不明であったことから、
本研究ではその分の環境負荷の計算を行っていない。各種
排水処理剤は、製造業者により様々な製品名がつけられ、
成分も多様な場合が多い。薬品製造メーカーにおいては、
企業秘密、あるいは製品個別の原単位を把握していない等
の理由から、製品の原単位の入手が困難な場合が多い。パ
ブリックデータベースの整備と平行して、製造メーカーに
よる製紙用薬品のインベントリ分析が行われることを期待
したい。

４．３　PSの処理法を考慮した配分の必要性
　第1報では、いくつかの具体的なPSの処理法を想定した
PCRを作る必要を指摘した。
　本研究でも、同様な条件でPSを灰化処理すると仮定して
試算してみることとする。灰化処理では、自燃式流動床炉
で、炉頂温度950℃の焼成条件で灰化される。この灰化処
理にともない21.03g-CO2eq/パックの排出となる。発生した
PS焼却灰は、管理型最終処分場に埋め立てられるとする
と、1.34g-CO2eq/パックの排出が見込まれる。よって合計
では22.37g-CO2eq/パックのCO2排出となった。
　本研究で検討した炭化処理では、外熱式のロータリーキ
ルン型炭化炉で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留
時間で炭化処理され、この炭化処理にともない
69.30g-CO2eq/パックの排出となった。発生したPS焼却灰
は、管理型最終処分場に埋め立てられるとし、この処理に
ともない1.34g-CO2eq/パックの排出を計上し、合計では
70.64g-CO2eq/パックとなった。
　両者を比較すると、灰化処理は炭化処理の1/5以下のCO2
排出量となった。しかし、灰化処理では、PSに含まれるカ

要であること、各種排水処理剤の原単位を整備する必要が
あること、さらにはPSの具体的な処理法を想定したPCRを
作る必要があること等の課題が明らかとなった。
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ルサイトの分解に伴うCO2排出量も考慮する必要がある。
これまでの研究から、乾燥PS（DPS）1tあたりに含まれる
カルサイトの分解と灰化にともなうエネルギー使用からの
CO2排出量は150.6kg-CO2eq/tであることが明らかとなって
いる14）。調査した工場では、2.67t-DPS/日の発生があるの
で、402.1kg-CO2eq/日（2.67×150.6）のカルサイトの分
解起源のCO2排出となり、製品では72.4g-CO2eq/パック
（（402.1/33325）×6）の排出となった。この値を加える
と、灰化処理では94.77g-CO2eq/パック（22.37+72.4）の排
出となった。この値は、炭化処理の1.34倍に相当する。つま
り、カルサイトの分解を考慮する場合としない場合では、
結果が大きくことなることになる。
　炭化処理と灰化処理によって排出される灰の最も大きな
違いは、処理物に炭素が固定されているかどうかである。
炭化PS（CPS）は、含まれている炭素を用いて、製鉄の還
元剤等にリサイクルされている。よって、CPSの配分も考
慮されるべきであるが、現状では考慮されていない。仮に、
この炭素を石炭等の化石燃料の代替として計上した場合に
は、CPSの環境負荷は低減されると考えられる。
　以上より、単純なエネルギーの使用量のみのインベント
リ分析結果と、処理物に固定されたCO2も考慮した計算結
果とでは、CO2排出量が大きく異なることが示された。ま
た、CPSのリサイクルを考慮するかどうかでも、原単位が
大きく異なることが予想される。このため、いくつかの具
体的なPSの処理法を想定したPCRを作る必要がある。

５．まとめ
　本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイレットペー
パー6個パック製品について、CFPの再計算を行った。再
計算にあたっては、調査した工場で生産しているトイレッ
トペーパー以外の製品の生産割合も考慮し、可能な限り
1次データを使用し、それ以外についてはカーボンフット
プリント制度商品種別算定基準（PCR）「紙・板紙」
（PPR-025）に則って計算した。
　その結果、2406.9g-CO2eq/パックとの結果が得られた。
トイレットペーパー１個あたりでは、包装・梱包資材を含
めて401.15g-CO2eq/個となった。CO2排出量の段階毎の内訳
は、原材料調達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、
生産段階で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売
段階で329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル
段階で112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。
　CFPを削減するには、CO2排出割合が高い生産段階にお
いて、省エネの推進や原単位の低い再生可能エネルギーの
導入など、エネルギー由来のCO2排出量の削減対策を行う
ことが効果的であると考えられる。例えば、風力発電等の
グリーン電力証書等により、発電原単位の少ない電力の導
入などが考えられるである。また、CFPの計算にあたって
は、原料古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の配分が必

図 2　調査したパック製品のCFP試算結果に基づい
た各段階の排出割合。
①：原料調達段階、②：生産段階、③：流通・販売段階、
⑤：廃棄・リサイクル段階

③

⑤ ①

②
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１．はじめに
　カーボンフットプリント（「Carbon Footprint」、以後
CFP）は、「製品のライフサイクル全般を通じて排出された
温室効果ガスをCO2量で表したもの」と定義されている1）。
　これまでの紙のライフサイクル・アセスメント（LCA）
に関する研究としては、桂ら2）による上質紙のライフサイ
クルインベントリー分析、中澤ら3）による非木材パルプ及

び古紙パルプを配合した上質紙のライフサイクルインベン
トリー分析があり、これらをまとめて、桂4）が木材、非木
材、古紙パルプの　LCA評価を行った。その後、これらの
木材、非木材、古紙パルプについてのLCA評価結果を用い
て、上質紙5）や、環境報告書用紙6）のLCA評価に関する研
究が行われた。再生紙のCFPの試算については、本研究の
第1報にて、報告した。具体的には、静岡県富士市で生産
された再生紙トイレットペーパー6個パック製品にいて、
できるだけカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って試算し、
2160.65g-CO2eq/パックの結果を得た。
　CFPの制度化に関するこれまでの動向としては、2008年
7月29日、「低炭素社会づくり行動計画」が閣議決定さ

安藤　生大

れ、同年、経済産業省「カーボンフットプリント制度の在
り方（指針）」、「商品種別算定基準（PCR：Product 
Category Rule）策定基準」のとりまとめ作業が開始され
た。続いて2010年8月には、日本製紙連合会を申請代表事
業者として、PCR「紙・板紙」の申請がなされた。しか
し、紙・パルプ業界で伝統的に行われてきた「廃棄物燃料
の燃焼に伴うCO2排出量」の環境負荷の取り扱いについて、
日本製紙連合会の見解と現行のCFP制度の基本ルールとの
間に意見の相違があるため、未だPCRの成立に至っていな
い。このような状況の中、2011年3月18日、日本製紙連合
会のLCA小委員会から、「紙・板紙のライフサイクルにお
けるCO2排出量」が公表された。この中では、上級印刷紙
など16品目についてCO2排出原単位が公表された。しかし、
衛生紙に関しては触れられていない。
　衛生紙は、一般消費者にとって、生活に身近な使用頻度
の高い紙であることから、先行的にCFPの表示がなされる
べき製品と考えられる。そして、衛生紙の生産では、環境
負荷の解釈が難しい黒液等のバイオマスエネルギーを利用
しないことから、通常のCFPの計算方法で対応可能であ
る。しかし、衛生紙の生産は、中小企業で行われている場
合が多いため、自力での計算には限界がある。そのため、
大学や公設研究所が数多くの事例研究を実施して、CFPの
比較検討を行い、より簡易的にCFPの計算ができる環境を
整備する必要がある。
　そこで、本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイ
レットペーパー6個パック製品について、CFPの再計算を
行った。再計算にあたっては、調査した工場で生産してい
るトイレットペーパー以外の製品の生産割合（全体の37.5
％）を考慮し、可能な限り1次データを使用し、それ以外
についてはカーボンフットプリント制度商品種別算定基準
（PCR）「紙・板紙」（PPR-025）に則って計算した。その
結果、現状のPCRの課題が明らかになったので報告する。

２．方法
２．１　評価対象と算定範囲
　調査した家庭紙工場は、富士市において平均的な生産規
模の家庭紙工場である。模造紙、ケント紙、ラミネート紙
（牛乳パック、紙コップ）等の古紙のみを原料として、
トイレットペーパー、ちり紙等の生産を行っている。平均
月産量は330tに達する。主要設備は、古紙蒸煮設備（14尺
地球釡）１基と丸網ヤンキー式抄紙機2台であり、高性能
パルパー、連続式原料調達装置、芯なしトイレットリワ
インダー、ログカッター、包装装置、地下水揚水設備、排
水処理装置、ボイラ装置等の設備を有する。発生したPS
（Paper Sludge）は、富士市内の共同スラッジ焼却炉へ輸
送し、処理を行っている。
　本研究におけるCFPの算定範囲は、①原料調達段階、②
生産段階、③流通・販売段階、④使用・維持管理段階、⑤

廃棄・リサイクル段階の5段階とした（図1）。原料調達段階
では、PCR附属書E「国内の古紙原料」に記載のある条件を
採用した。生産段階は、工場でのエネルギー使用、工業用水
の使用、製品のプラ包装資材の使用に伴うCO2排出量を対
象とした。流通・販売段階は、PCR附属書J「県間輸送」、
附属書M「店舗販売」に記載のある条件を用いた。使用・
維持管理段階は、PCR 4.4の記載に「紙・板紙が消費するエ
ネルギーなどのユーティリティは無いと考えられる」とあ
るため、本論文ではこの段階のGHG排出量を考慮しない。
廃棄・リサイクル段階は、プラ包装資材の廃棄処分、排水
処理に伴う薬品使用、およびPSの処理を対象とした。PS
の処理では、PCR 4.5.1を参考として廃棄焼却処理とした。
PS焼却処理施設までの輸送は附属書J「市内輸送」の条件
を用い、処理施設でのエネルギー使用と管理型最終処分場へ
の埋め立てに伴うGHG排出量を対象とした。なお、工場設備
等の耐久財に関するGHG排出量は、耐用年数の設定に関す
る問題が大きいため対象としない。生産段階における地下
水の使用については、エネルギー使用のみを対象とした。

２．２　機能単位と計算方法
　機能単位は、芯なしタイプのトイレットロール（シング
ル、130m巻）6個をLDPEで包装した製品（以後、パック
製品）1個とした。CO2排出量の算定方法は、機能単位あた
りのCO2排出量＝∑（活動量i×CO2排出原単位i）：iは段階
（プロセス）として、段階毎に積み上げ法により求めた。

２．３　インベントリデータの収集方法
　一次データは、古紙ヤード、家庭紙工場、およびPS処理施
設での聞き取り調査により得た。PSの分析は、水分量、配
分量、構成鉱物、主成分、示差熱重量分析、炭素量分析等
を行った。二次データは、CFP共通原単位7）、産業連関表
から算出された味の素グループ版食品関連材料CO2排出係
数データベース8）の3ヶ年度平均から得た。なお、PSの灰
化処理に伴うインベントリデータは、安藤ほか9）を用いた。

３．結果
　調査した家庭紙工場では、20tの古紙から16tの製品を
生産している。全製品の62.5％をトイレットペーパーが占
め、残りをそれ以外（主にちり紙）の製品が占めている。
本研究では、この割合で工場内のエネルギーと排水処理に
用いる薬品等の配分を行っている。また、一日あたりのト
イレットペーパーの生産量は12.5ｔの古紙から10tの製品を
製造している。一日あたりのトイレットペーパーの生産個
数は33325個であることから、古紙１ｔから生産されるト

イレットペーパーの数は、2666個とした。
　この工場では、生産段階において地下水を一日あたり
3000m3使用する。揚水は電動ポンプによるが、その使用電
力量は、工場の使用電力に合算されている。本研究では、
地下水使用に伴うその他の環境負荷については考慮してい
ない。また、工場における排水処理後の排水は、富士地域
の製紙工場向けに設置されている共同排水路（岳南排水路）
から海洋放流されている。本研究では、岳南排水路の建設、
維持管理に関する環境負荷については、考慮していない。
　試算に用いたCO2排出原単位を表1に示した。

３．１　原材料生産段階
　PCR附属書Eの「６．国内古紙原料」の条件から、「家
庭や事業所からの回収」では、古紙１ｔあたり
10.85kg-CO2eqが計上されている。
　古紙ヤードでの環境負荷については、調査に協力してく
れた東京都内の古紙ヤードでの1次データを使用した。こ
れによると、「古紙ヤードでの軽油使用」から1.20kg-CO2eq、

「古紙ヤードでの電力使用」から4.10kg-CO2eq、「古紙
ヤードでの水道水使用」から0.02kg-CO2eq、「古紙ヤード
でのプロパン使用」から1.90kg-CO2eq、「事務所での都市
ガス使用」から0.01kg-CO2eqとなった。この古紙ヤードか
ら調査した工場までの古紙輸送では、積載率50％の15tト
ラックで往復300㎞を輸送するとした場合、古紙１ｔあた
りに換算したCO2排出量は44.40kg-CO2eqとなった。
　以上より、原材料生産段階では、古紙１ｔあたり62.49 
kg-CO2eq/tのCO2排出量となり、１パック（6個）あたりで
は140.63g-CO2eq/パックとなった。

３．２　生産段階
　工場での1日あたりのCO2排出量として、LNGの使用から
5506.76kg-CO2eq、電力使用から4129.79kg-CO2、工業用水の
使用から16.41kg-CO2eq となった。梱包・商品化資材とし
て、1パックあたりのLDPE製の包装資材の製造から
16.87g-CO2eq/パック、ダンボールは10パックを梱包するこ
とから69.73g-CO2eq/パックとなった。
　以上より、生産段階では1824.57g-CO2eq/パックの排出と
なった。

３．３　流通・販売段階
　流通は、PCR附属書Jの「１．輸送距離」の「（ウ）県
間輸送の可能性がある輸送の場合」の条件から、積載率
50％の4tトラックで500㎞を輸送するとした。この場合、約
2t分に相当する1040パックを、軽油を燃料として輸送する
とし、106.73g-CO2eq/パックの排出となった。販売は、
PCR附属書Mの「店舗販売（常温販売）」の原単位を用い
た。聞き取り調査によると、対象とした製品１パックの販
売価格は400円であることから、222.40g-CO2eq/パックの排
出となった。
　以上より、流通・販売段階では329.13g-CO2eq/パックの
排出となった。

３．４　廃棄・リサイクル段階
　質量11.8gのLDPE製の包装材を一般ごみとして処理する
とし、この燃焼により37.05g-CO2eq/パックの排出となり、
燃焼以外の回収等から0.54g-CO2eq/パックの排出、さらに
発生した生PSを処理工場まで10km、10ｔトラックにて積
載率50％（5ｔ分の生PS）で輸送するとして、0.35g-CO2eq/
パックの排出となった。
　排水処理では、工場全体の1日あたりの硫酸アルミニウム
（AS）の使用量が13㎏なので、その62.5％に相当する8kg分
を使用するとし、1.70kg-CO2eq/日の排出となった。加えて、
8%のポリ塩化アルミニウム（Poli Aluminium Chloride: PAC）
液を1m3程度使用することから、比重１としてその62.5％に
相当する50kgを使用するとし、20.45kg-CO2eq/日の排出と
なった。これらの合計から、3.99g-CO2eq/パックの排出と

なった。
　調査した工場では、PSの発生量が1日あたり9.1ｔ、平均
含水率52.4％、灰分率27.5％10）である。
　集められたPSは、外熱式のロータリーキルン型炭化炉
で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留時間で炭化処
理される。この炭化処理にともない69.30g-CO2eq/パックの
排出となった。発生したPS焼却灰は、管理型最終処分場に
埋め立てられるとし、この処理にともない1.34g-CO2eq/
パックの排出となった。
　以上より、廃棄・リサイクル段階では112.57g-CO2eq/
パックの排出となった。

３．５　静岡県産衛生紙のCFP
　静岡県産衛生紙のCO2排出量の試算結果は、1パックあた
り2406.90g-CO2eq/パックとなった（表2）。トイレット
ロール１個あたりでは、包装・梱包資材を含めて
401.15g-CO2eq/個となった。試算結果に基づくCO2排出割
合を図2に示した。CO2排出量の段階毎の内訳は、原材料調
達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、生産段階
で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売段階で
329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル段階で
112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。

４．考察
４．１　静岡県産衛生紙のCFP試算結果の特徴と削減対
策、機能単位の検討
　静岡県産衛生紙のライフサイクルCO2排出量では、生
産段階からのCO2排出割合が最も高く、特に工場のエネル
ギー使用に伴うCO2排出割合が全体の74.8％に達した。こ
のためCO2排出量を削減するには、生産段階での省エネの
推進や原単位の低い再生可能エネルギーの導入など、エネ
ルギー由来のCO2排出量の削減対策を行うことが効果的と
考えられる。

　仮に、グリーン電力証書等の方法を用いて、千葉県銚子
市の風力発電の電力原単位（10.8g-CO2eq/kWh）11）を導入
したとすると、導入前に一日当たり電力のみのCO2排出量
で4129.8kg-CO2eq/dであったのに対して、導入後では
92.2kg-CO2eq/dとなり、導入前の2.2％に削減された。その
結果、生産段階のCO2排出量は1011.01-CO2eq/パックとな
り、CFPは1679.95g-CO2eq/パックとなった。これは、導入
前の69.8％に相当する。
　本研究で検討したトイレットペーパーは、芯なしタイ
プのシングル、130ｍ巻である。通常は、シングルは60ｍ
巻、ダブルは30ｍ巻きが一般的であることを考慮すると、
ほぼ2個分の紙量に相当する。このため、トイレットペー
パーのCFPの算出においては、機能単位を製品1パックあ
たりとするよりも、単位長さあたりとしても良いのかもし
れない。本研究において、通常の電力原単位を使用した場
合、機能単位を単位長さあたりとすると3.08g-CO2eq/mと
なる。

４．２　CFP計算上の問題点とPCRの課題
　桂12）は、上質紙のLCA結果から、インベントリ分析にお
けるいくつかの課題を示した。具体的には、①バイオマス
由来のCO2と化石燃料由来のCO2を分けて考える必要があ
ること、②ボイラに使われる蒸気の配分ルールを決める必
要があること、③古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の
配分が必要であること、④製紙用薬品のインベントリデー
タの不足、等をあげている。以下、①、③、④について検
討する。
　①については、一般的に古紙回収以後の衛生紙の製造過
程では、黒液等のバイオマス燃料を多量に使用することは
ないと考えられるので、衛生紙のCFPの試算においては、
本研究で示したように化石燃料由来のCO2のみを考慮すれ

ば良いと思われる。
　③については、原料古紙の一定割合を上級印刷紙などと
して、環境負荷を計上する必要があると考えられる。仮
に、2011年の古紙利用率13）（63％）を参考として、CO2排
出量の計算を試みることとする。この場合、原料の37％を
上級印刷紙（原単位＝1470kg-CO2eq/t）とすると、調査し
た工場では一日あたり6.80t-CO2eq（12.5×0.37×1.47）
のCO2の排出となり、製品では1224.3g-CO2eq/パック
（(6800/33325)×6）の排出となった。この値を加えてCFP
を再計算すると、3544.6g-CO2eq/パックとなり、従来の約
1.5倍となった。このうちの原料古紙に由来するCO2排出量
は、34.5％（1224.3/3544.6）に達した。これは、極めて大き
な環境負荷となることから、どの程度まで原料古紙の環境
負荷を考慮するのか、今後のPCRで検討する必要があると
思われる。
　④については、本研究においても、製紙用薬品の中で、
特に各種排水処理剤製品の原単位の入手が困難であった。
調査した工場の排水処理では、硫酸バンド、ポリアクリル
アミド系の高分子凝集剤（PAM）、およびPACを使用す
る。このうち、PAMの原単位が不明であったことから、
本研究ではその分の環境負荷の計算を行っていない。各種
排水処理剤は、製造業者により様々な製品名がつけられ、
成分も多様な場合が多い。薬品製造メーカーにおいては、
企業秘密、あるいは製品個別の原単位を把握していない等
の理由から、製品の原単位の入手が困難な場合が多い。パ
ブリックデータベースの整備と平行して、製造メーカーに
よる製紙用薬品のインベントリ分析が行われることを期待
したい。

４．３　PSの処理法を考慮した配分の必要性
　第1報では、いくつかの具体的なPSの処理法を想定した
PCRを作る必要を指摘した。
　本研究でも、同様な条件でPSを灰化処理すると仮定して
試算してみることとする。灰化処理では、自燃式流動床炉
で、炉頂温度950℃の焼成条件で灰化される。この灰化処
理にともない21.03g-CO2eq/パックの排出となる。発生した
PS焼却灰は、管理型最終処分場に埋め立てられるとする
と、1.34g-CO2eq/パックの排出が見込まれる。よって合計
では22.37g-CO2eq/パックのCO2排出となった。
　本研究で検討した炭化処理では、外熱式のロータリーキ
ルン型炭化炉で、炭化温度700℃～800℃、約40分間の滞留
時間で炭化処理され、この炭化処理にともない
69.30g-CO2eq/パックの排出となった。発生したPS焼却灰
は、管理型最終処分場に埋め立てられるとし、この処理に
ともない1.34g-CO2eq/パックの排出を計上し、合計では
70.64g-CO2eq/パックとなった。
　両者を比較すると、灰化処理は炭化処理の1/5以下のCO2
排出量となった。しかし、灰化処理では、PSに含まれるカ

要であること、各種排水処理剤の原単位を整備する必要が
あること、さらにはPSの具体的な処理法を想定したPCRを
作る必要があること等の課題が明らかとなった。
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ルサイトの分解に伴うCO2排出量も考慮する必要がある。
これまでの研究から、乾燥PS（DPS）1tあたりに含まれる
カルサイトの分解と灰化にともなうエネルギー使用からの
CO2排出量は150.6kg-CO2eq/tであることが明らかとなって
いる14）。調査した工場では、2.67t-DPS/日の発生があるの
で、402.1kg-CO2eq/日（2.67×150.6）のカルサイトの分
解起源のCO2排出となり、製品では72.4g-CO2eq/パック
（（402.1/33325）×6）の排出となった。この値を加える
と、灰化処理では94.77g-CO2eq/パック（22.37+72.4）の排
出となった。この値は、炭化処理の1.34倍に相当する。つま
り、カルサイトの分解を考慮する場合としない場合では、
結果が大きくことなることになる。
　炭化処理と灰化処理によって排出される灰の最も大きな
違いは、処理物に炭素が固定されているかどうかである。
炭化PS（CPS）は、含まれている炭素を用いて、製鉄の還
元剤等にリサイクルされている。よって、CPSの配分も考
慮されるべきであるが、現状では考慮されていない。仮に、
この炭素を石炭等の化石燃料の代替として計上した場合に
は、CPSの環境負荷は低減されると考えられる。
　以上より、単純なエネルギーの使用量のみのインベント
リ分析結果と、処理物に固定されたCO2も考慮した計算結
果とでは、CO2排出量が大きく異なることが示された。ま
た、CPSのリサイクルを考慮するかどうかでも、原単位が
大きく異なることが予想される。このため、いくつかの具
体的なPSの処理法を想定したPCRを作る必要がある。

５．まとめ
　本研究では、第1報に引き続いて、再生紙トイレットペー
パー6個パック製品について、CFPの再計算を行った。再
計算にあたっては、調査した工場で生産しているトイレッ
トペーパー以外の製品の生産割合も考慮し、可能な限り
1次データを使用し、それ以外についてはカーボンフット
プリント制度商品種別算定基準（PCR）「紙・板紙」
（PPR-025）に則って計算した。
　その結果、2406.9g-CO2eq/パックとの結果が得られた。
トイレットペーパー１個あたりでは、包装・梱包資材を含
めて401.15g-CO2eq/個となった。CO2排出量の段階毎の内訳
は、原材料調達段階で140.63g-CO2eq/パック（構成比5.8％）、
生産段階で1824.57g-CO2eq/パック（75.8％）、流通・販売
段階で329.13g-CO2eq/パック（13.7％）、廃棄・リサイクル
段階で112.57g-CO2eq/パック（4.7％）となった。
　CFPを削減するには、CO2排出割合が高い生産段階にお
いて、省エネの推進や原単位の低い再生可能エネルギーの
導入など、エネルギー由来のCO2排出量の削減対策を行う
ことが効果的であると考えられる。例えば、風力発電等の
グリーン電力証書等により、発電原単位の少ない電力の導
入などが考えられるである。また、CFPの計算にあたって
は、原料古紙のリサイクルを考慮した環境負荷の配分が必
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1．はじめに
　利根川は群馬県北部を源流とし、茨城県神栖市波崎と
千葉県銚子市にはさまれて太平洋に注ぐ全長322km（日
本第2位）、流域面積16,840km2（同第1位）の大河川であ
る１）。河口から約18kmさかのぼった所で川は本流、常陸
利根川、黒部川の3つに分かれ、そのすぐ上流（18.5km地
点）のそれぞれの川に利根川河口堰、常陸川水門（逆水
門）、黒部川水門が設置されている。水門の総延長は
835mで、2門の調節門、7門の制水門などを擁し、利根川
下流における首都圏および周辺部の利水上の重要施設とし
て位置づけられている。河口付近の汽水域は、河川が海に
注ぎ込むところにあるために陸域からの有機物や栄養塩類
の流入によって肥沃である。また、水深が浅いため水中の
生物にとって太陽エネルギーを利用する上で有利であり、
肥沃であることと併せて生物の生産性が高い。一方、潮汐
や地形等の外的な要因により淡水と海水のバランスが大き

く変動することや、流域の都市、工業、農畜産業といった
種々の人為的排水の影響を受けやすいことから、河口域に
おける水質は大きく変動する傾向がある２）。河口域におけ
る水圏環境、とりわけ河口堰建設に伴う水圏環境の変化は、
水産学及び生態学の重要な研究課題である。既往の研究を
見ると、河口堰上流における植物プランクトンの発生、堰
上下流部での底質変化と低酸素、ヨシ帯の縮小、シジミな
どの底生生物の減少、鮎・鮭などの回遊魚の減少、水鳥の
種類組成の変化など、環境影響は多方面に現れることがあ
り、深刻な被害をもたらしてきた３）。一般的に汽水域は生
物生産量がきわめて高い場所であり、生息場所が複雑で生
物が多様であるために重要な環境である。本研究では、利根
川河口域を対象として2008年より水質調査を行ってきた。
また2010年からは腸内細菌科細菌（Enterobacteriaceae、以
下E細菌）の動態についても調査を開始した。E細菌は哺
乳動物の腸管、土壌、水環境に広く分布している細菌であ
る。流域に都市や農耕地等の環境がみられる利根川には人
工的な汚染由来と自然環境由来のE細菌が混在していると
考えられる。そこで流域環境の変化を反映する指標の一つと
してE細菌数のモニタリングに加えた。本稿では2008～
2011年に実施したこれらの調査結果について報告する。

2．研究方法
　本研究では利根川河口部から河口堰上流部までの広域水
質調査と、利根かもめ大橋付近における定点観測を実施し
た。

2－1広域調査方法
　広域調査は利根川河口から上流約20km地点までに9つの
観測点（T-0～T-8）を設け、水質測定（水温・塩分・pH・
DO・クロロフィル ）および採水を行った（図１）。T-7、
T-8は河口堰より上流側、それ以外は河口堰より下流側で
ある。調査日は2008年4月28日、6月17日、8月5日、10月11
日である。各地点で、多項目水質計（Hydrolab）を用いて
水温、塩分、溶存酸素量（以下DO）の鉛直方向の水質の測
定を行った。また、河川水中の栄養塩濃度、クロロフィル
　濃度を把握するため、採水を行った。採水はバンドーン
採水器を用い、各観測点において表層（0.3ｍ）と底層（水底
－1m）の2箇所でサンプリングした。採水したサンプルを
用いて、実験室で硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素、アンモニ
ア態窒素、リン酸態リン、シリカの分析を行った。硝酸態
窒素及び亜硝酸態窒素、アンモニア態窒素、シリカの分析
には、Flow Injection Analyzerを用いた。リン酸態リンの
分析には分光光度計（HITACHI）を用いた。

2－2定点観測調査方法
　定点観測では、採水は利根かもめ大橋（T-4）にてハイ
ロート式採水器を用いて2010年3～12月、2011年7～9月の
期間に行った。採取した河川水は水温とpHの測定を行っ
た後、滅菌ボトルに入れて実験室に持ち帰り直ちに培養を
行った。2010年の調査では表層水のみ採取を行った。2011
年の調査では海水遡上の影響をみるために表層、中層、底層
の3層に分けて河川水を採取し、海水流入の指標となるNa
イオン濃度測定も行った。細菌の分離にはデオキシコレー
ト寒天培地（関東化学株式会社）を用いた。よく攪拌した
河川水100μlをデオキシコレート培地にコンラージ棒を用
いて均等に塗布し、37℃で24時間好気培養を行った。デオ
キシコレート培地に生育した細菌の純化には標準寒天培地
（日水製薬株式会社）を用いた。純化された細菌にグラム
染色(ハッカー変法、武藤化学株式会社)とオキシダーゼ試
験(日水製薬株式会社)を実施し、グラム陰性桿菌かつオキ
シダーゼ陰性の細菌をE細菌とした。細菌数は水試料1ml中
の菌によるコロニー形成数（CFU/ml）で表した。統計学
的解析はノンパラメトリック的手法を用いて統計解析ソフ
トSPSS（ver. 19.0 , IBM）にて行った。採水日の平均気温は
銚子地方気象台による発表値を参照した。

3．結果と考察
3－1利根川河口域における水質環境
　利根川河口域（T0～T8）の大潮満潮時（2008年8月15日

16時36分：潮位131cm）における水温・塩分・ＤＯの調査
結果を図2に、調査期間中における底層の塩分と栄養塩類
の水平分布を図3に示す。なお、T-6地点とT-7地点の間に
利根川河口堰が建設されている。水温（図2上）は河口部
底層の20℃から河口堰上流部表層の30℃の間で分布してお
り、河口部底層から上流部の表層に向けて高くなる傾向を
示した。塩分（図2中）は河口部底層の35psu（psuとは塩
分の単位でpractical salinity unitの略。濃度としては‰とほ
ぼ等しくなる。）、から河口堰上流部表層の0.2psuの間で
分布しており、水温の分布パターンと反比例する形で上流
部の表層に向けて低くなる傾向を示した。これらの結果か
ら、大潮の満潮時には低温の海水が河口域を遡上する様子
がうかがえる。また、河口堰下流部の表層で5psu以上、
底層で25psu以上の塩分が確認されていることから、海水
が河口堰まで到達していることがわかる。一方、干潮時
（2008年6月14日7時24分：潮位38㎝）には、T-1の底層以外
で塩分がほぼ0psuであることから、河口域全域が淡水化す
ることがわかった（図3上）。一般的に河口域などのよう
な汽水域では、潮汐の影響を受けた水の出入りがあり、こ
れによって外界との物質交換が行われる。そのため、水圏
環境は海と陸の双方の要因によって影響を受け、水理学的
に複雑な様相を示す４）。今回調査を行った夏季の利根川
河口域では、水温差約10℃、塩分差約35psuという極めて
大きな環境変動が日周期で起こることが確認された。次に
河口域表層における栄養塩環境についてみると、無機態窒
素、珪酸態珪素ともに低塩分水中で濃度が高くなる傾向が
認められた（図3）。一方、リン酸態リンにその傾向は認
められなかった。利根川の水質は、硝酸に代表される無機
態窒素濃度が他の河川に比べて相対的に高いことが知られ
ており５）６）、今回の調査結果はこの事実を反映するもので
あった。特に8月には河口堰上流と下流で約5倍の濃度差が
確認された。以上の結果から、利根川河口域では基本的に
貧栄養状態にある海洋に豊富な栄養塩類を含む淡水が流入
混合するため、水温や塩分のみならず、生物生産のもとと
なる栄養塩環境も時空間的に大きく変動することがわかっ
た。このような栄養塩環境下における植物プランクトン生
産を把握するため、その指標となるクロロフィル　濃度の
分析を行った。その結果を図4に示す。クロロフィル　の
調査結果から各月を比較すると、4月、6月、10月における
クロロフィル　濃度は5～40μg/Lの間で変動していたのに対
し、8月は65～180μg/Lと比較的高い値を示した。特に河口
堰下流のT-1～T-5地点では平均167μg/Lであった。また、
各地点における値を比較すると、河口堰上流部のT-7～T-8
では相対的に低いのに対し、河口堰下流部のT-1～T-6では
観測期間を通じて高くなる傾向を示した。河口域に生息す
る植物プランクトン群集は、汽水域に固有な種に加え、海
からあるいは淡水環境からやってきた種で構成される。し
かし、水質環境が時空間的に大きく変化する場所であるた

め、浸透圧をはじめとする環境変化に適応できない生物は
生き残れない環境でもある。このため、一般的に汽水域で
は生物種数が少ない傾向がみられるが、キートセロスなど
のように塩分耐性が高く増殖速度の速い海洋性ケイ藻類は
このような環境下において優占可能であることが予想され
る。すなわち、利根川河口域では汽水環境下で生息可能な
海洋性植物プランクトンが、水温や日射量の条件が整えば、
淡水中に含まれる豊富な栄養塩類を短時間で利用し、河口
域全域で大量発生することを示している。ＤＯ（図2下）
についてみると、河口堰直下流に位置するT-6の水深2～
5mにかけて、3mg/L以下の貧酸素水塊が確認された。河
口域では、流速の低下によって河川水中の懸濁物質の沈降、
堆積が起こる。また、河川水中の粘土粒子等が海水と接触
すると、科学的な反応で沈降しやすくなり、河川感潮域に
堆積する４）。さらに、T-6では比較的水深が深いことに加
え、今回の調査結果が示すように、河口堰下流で急速に増
殖した海洋性植物プランクトンが沈降し、底質への有機物
負荷を増大させることが考えられる。すなわち、夏季の利
根川河口域では、低温高塩分の海水侵入によって、表層
からの酸素供給を阻む強い密度躍層が形成され（図2上・
中）、さらに、淡水中に含まれる豊富な栄養塩類供給（図
3中）に伴う海洋性植物プランクトンの急激な増殖（図4）
が起こることで、底層の貧酸素化（図2下）が引き起こさ
れる可能性が示唆された。

3－2利根川河口域における細菌数
　2010年に実施した106回の採水で検出されたE細菌数の
ヒストグラムを作成した結果、データは正規分布をとらな
かった。そこで方法に記載したとおり細菌数と各環境因子
との統計学的解析は、データの分布によらないノンパラメ
トリック法を用いて解析することとした。検出された細菌
数および河川水温、pH、平均気温の分布はTable1に示した。

今回観測された水温とpHの変動範囲は環境省報告の河口
堰および銚子大橋における表層水のpH、水温の分布範囲
とほぼ同じであり７）、この程度の変動は一般的なことであ
るといえる。水温と細菌数の関係性をTable2に示した。マ
ンホイットニU検定を用いて水温と細菌数の相関係数を求
めた結果、r=0.04（p=0.694）となり有意な相関は認められ
なかった。pHと細菌数の関係をTable3に示した。pHと細
菌数の相関係数を求めた結果、r＝-0.399（p＜0.001）とな

り有意な負の相関が認められた。平均気温と細菌数の関係
性をTable4に示した。平均気温と細菌数の相関係数を求め
た結果、r＝0.066（p＝0.505）となり有意な相関は認められ
なかった。以上の結果より、今回検討を行った環境因子の
中ではpHがE細菌数と関連している可能性が示唆された。
河川水pHは植物プランクトンの活動や降雨、生活･産業排
水流入など様々な要因で変動する。そのため今後はpH変
動の要因となる環境因子も解析対象とし、細菌数に影響す
る因子を探る必要がある。
 2011年の9回の採水で検出されたE細菌数、水温、pH、Na
イオン濃度をTable5に示した。細菌数は表層が最も多く、
続いて中層、底層の順に減少した。水温も表層が最も高く

水深が深くなるに従い低下した。pHには一定の傾向は認
められなかった。Naイオン濃度は底層が最も高く、続いて
中層、表層の順に低下した。底層と表層のNaイオン濃度に
は中央値で約50倍の差がみられた。これは河川水よりも比
重の重い海水が底層に流入していることを示している。な
お一般的な海水のNaイオン濃度は約10000ppmとされてお
り、底層部の最大値である9300ppmはほぼ海水であるとい
える。E細菌数とNaイオン濃度の相関係数を求めた結果、
r＝-0.755（p＜0.01）となり有意な負の相関が認められた。
この要因として海水が細菌を含んだ河川水を希釈している
可能性が考えられる。

 

４．まとめ
　2008年度の調査結果から、利根川河口域（利根川河口部
から河口堰）では潮汐の影響によってその水質環境が大き
く変動していることがわかった。塩分の調査結果から、満
潮時には河口堰底層まで海水が浸入しており、干潮時には
河口部までほぼ淡水で占められることがわかった。栄養塩
類の濃度は淡水中に高く、河口堰下流では豊富な栄養塩類
を利用して植物プランクトンの活性が顕著に高くなること
がわかった。また、河口堰付近では底層の貧酸素化も確認
され、富栄養化の傾向がみられた。2011年度の調査結果か
ら、Naイオン濃度とE細菌数に負の相関が得られた。この
ことから、E細菌が上流からの淡水中に多く存在してお
り、E細菌数は富栄養化の指標となる栄養塩類と同様の傾
向を示すことがわかった。
　今回の調査結果から、利根川は人為的影響を強く受けた
河川であると考えられ、このような河川における水圏環境
を継続的に調査することは重要である。また、本研究で得
られたデータは、利根川河口域に現存する水生生物に関す
る研究の基礎的データとして有用である。
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　河口付近の汽水域は、潮汐や地形等の外的な要因により淡水と海水のバランスが大きく変動することや、
人為的な影響を受けやすいことから、河口域における水質は大きく変動する傾向がある。本研究では、利根
川河口域を対象として水圏環境調査を行ってきた。その結果、利根川河口域（利根川河口部から河口堰）で
は潮汐の影響によってその水質環境が大きく変動していた。塩分の調査結果から、満潮時には河口堰底層ま
で海水が浸入しており、干潮時には河口部までほぼ淡水で占められていた。栄養塩類の濃度は淡水中に高
く、河口堰下流部では豊富な栄養塩類を利用して植物プランクトンの活性が高まることが示唆された。ま
た、腸内細菌科細菌（E細菌）数はNaイオン濃度と負の相関関係が得られた。このことから、E細菌が上流
からの淡水中に多く存在しており、富栄養化の指標となる栄養塩類と同様の傾向を示すことがわかった。


